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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

売上高 (千円) 395,3364,093,32815,100,0529,976,9937,343,457

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △17,742△1,745,257△409,398△916,3561,481,377

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △56,332△3,851,677△6,511,133△2,481,408134,057

純資産額 (千円) 6,406,5269,603,8043,018,1752,459,1793,462,927

総資産額 (千円) 6,738,45325,573,52522,926,14120,227,84019,157,872

１株当たり純資産額 (円) 55.62 68.75 21.62 9.71 12.86

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
(△)

(円) △0.52 △27.99 △46.63 △10.61 0.53

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 95.1 37.6 13.2 12.2 14.6

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― 5.10

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 20.75

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 90,698△8,871,0803,878,9133,416,708199,668

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,316,46111,389,598△573,716△877,568△959,006

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,383,933△2,191,035△5,182,873△704,685△652,349

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,042,9522,368,453486,9782,311,1031,078,540

従業員数[外、平均臨時
雇用者数]

(名)
18

[7]

159

[126]

187

[107]

362

[44]

466

[27]

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第32期から第35期までは１株当たり当期純損失を計上し

ているため、第36期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．自己資本利益率及び株価収益率については、第32期から第35期までは当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。

４．第33期の売上高の増加は、主に日本中央地所株式会社(現株式会社EMCOMリアルティ）および株式会社パンタ

・レイ証券（現株式会社EMCOM証券）を連結子会社としたことによるものであります。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

売上高 (千円) 320,403 637,067 290,574 62,807 45,500

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 89,350△381,461△1,262,700△1,617,573△1,199,030

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 80,808△861,962△9,187,407△3,929,217△1,366,608

資本金 (千円) 4,100,0004,133,0004,133,0004,933,0064,933,006

発行済株式総数 (株) 115,201,986139,710,269139,710,269253,458,269253,458,269

純資産額 (千円) 6,427,35912,617,0833,358,5621,397,594342,888

総資産額 (千円) 6,759,28618,086,6868,747,4656,513,7135,622,443

１株当たり純資産額 (円) 55.80 90.34 24.05 5.52 0.54

１株当たり配当額(内　
１株当たり中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

─

(─)

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
(△)

(円) 0.75 △6.26 △65.78 △16.80 △5.39

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 95.1 69.8 38.4 21.5 5.2

自己資本利益率 (％) 1.5 ― ─ ─ ─

株価収益率 (倍) 242.67 ― ─ ─ ─

配当性向 (％) ― ― ─ ─ ─

従業員数[外、平均臨時
雇用者数]

(名)
18

[7]

27

[9]

27

[4]

23

[3]

21

[2]

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第33期から第36期までは１株当たり当期純損失を計上し

ているため、第32期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．自己資本利益率及び株価収益率については、第32期を除いて当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。
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２ 【沿革】

昭和49年10月東京都渋谷区渋谷１丁目４番１号に株式会社ジャパン・レジャー(資本金３百万

円)を設立、アミューズメント機器の取扱いの商社として営業を開始。

昭和52年４月 アミューズメント機器のメーカーとして商品開発、生産を開始。

昭和58年３月 商号を株式会社ジャレコに変更。

昭和63年９月 株式を社団法人日本証券業協会東京地区協会へ店頭銘柄として登録。

平成12年９月 Pacific Century CyberWorks Limited(現PCCW Limited)が、子会社のAngaro N.V.

及びCyberWorks International B.V.を通じて、公開買い付け及び第三者割当によ

り実質支配会社となる。

平成12年10月臨時株主総会により５人の取締役が新たに選任され、PCCWグループが当社の経営権

を獲得し、社名をパシフィック・センチュリー・サイバーワークス・ジャパン株式

会社に変更。

平成16年１月 社名を株式会社ジャレコに変更。

平成17年８月 当社の株式がHyperlink Investments Group Limitedに譲渡され、次いでHyperlink

Investments Group Limitedの全株式がSandringham Fund SPC Ltd.に譲渡された

ことにより、実質親会社がSandringham Fund SPC Ltd.に変更。臨時株主総会により

５人の取締役が新たに選任され、Sandringham Fund SPC Ltd．が当社の経営権を獲

得し、投資事業に新規参入。

平成17年11月株式会社ハナマサの株式を25％取得し、持分法適用関連会社とする。

平成18年２月 日本中央地所株式会社を株式交換により完全子会社化。

平成18年６月 株式会社パンタ・レイ証券の全株式を取得し完全子会社化。

平成18年７月 ゲーム事業を新設分割により会社分割し、新設子会社「株式会社ジャレコ」に移

管。純粋持株会社へ移行し、株式会社ジャレコ・ホールディングに商号変更。

平成19年６月 株式会社パンタ・レイ証券はオンライン外国為替証拠金取引サービス「みんなの

ＦＸ」を開始。

平成20年１月  株式会社ハナマサを持分法適用関連会社から除外。

平成20年２月 STIC Pioneer FundⅡ、ゲームヤロウ株式会社、A2i Co.,Ltd.を割当先とする第三者

割当増資を実施。

平成20年３月 EMCOM株式会社を株式交換により完全子会社化し、システム開発事業に新規参入。

平成20年４月 連結子会社の株式会社ジェクールの全株式を売却。

平成20年７月 空海餐飲(大連)有限公司の出資持分の全てを取得し、完全子会社化。

平成20年８月 EMCOM株式会社による株式取得により、株式会社EMCOM FINANCIALを連結子会社化。

平成20年11月子会社間の事業一部譲渡による株式会社EMCOMヘルスケアによるヘルスケア事業の

強化。

平成20年12月株式会社カレンシートレードの全株式を取得し完全子会社化。

平成21年１月 連結子会社株式会社ジャレコの株式を売却し、ゲーム事業から撤退。

平成21年４月 

平成21年４月 

商号を株式会社EMCOMホールディングスに変更。

有限会社Jコンサルティング清算結了。

平成21年７月 株式会社EMCOM TRADEが持分法適用関連会社に変更。

平成21年９月 

 

平成21年９月 

英極軟件開発(大連)有限公司、大連英極通信服務有限公司、大連英極計算機職業育

成学校を連結子会社化。

株式会社ジャレコファンドSPC、有限会社TJホールディング清算結了。

平成21年10月

平成21年12月 

持分法適用関連会社株式会社EMCOM TRADEの全株式を売却。

日本中央地所アセットマネジメント株式会社を株式譲渡。
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３ 【事業の内容】

(当社グループの主な事業)

当社グループは、不動産事業及び金融事業を事業領域の核としており、中でも金融事業におけるＦＸ事業

をはじめとした金融システムの開発力並びにコンサルティング力を中心に据え、“多様な金融サービス全

般における「総合アウトソースカンパニー」”としての事業成長を目指しております。

  当社グループにおける事業の種類別セグメントは次のとおりです。

  なお、事業区分につきましては従来「不動産事業」「金融事業」「ゲーム事業」の3つに区分しておりま

したが、ゲーム事業を行っていた連結子会社を第三者に譲渡したため当連結会計年度より「不動産事業」

「金融事業」の２区分に変更しております。

(１)不動産事業

　不動産事業は、ヘルスケア事業を中心に仲介事業との２本の柱で構成されております。当事業においては、

安定した収益基盤を持つヘルスケア事業を当社グループの不動産事業の中心に位置付け、事業全体におけ

る収益基盤の安定化に注力しております。

　（主な関係会社）株式会社EMCOMリアルティ、株式会社EMCOMヘルスケア

(２)金融事業

　金融事業においては、当社子会社である株式会社EMCOM証券が提供するＦＸサービスである「みんなのＦ

Ｘ」の運営及びこれらと密接に関連した金融システムの開発、システムコンサルティングに関する事業を

当社孫会社である株式会社EMCOM CONSULTINGを中心としたグループ各社にて行っております。

また、“多様な金融サービス全般における「総合アウトソースカンパニー」”としての事業成長を目指

し、新たに、くりっく365、ＣＦＤや日経225など、多種多様な金融サービスアプリケーションの研究・開発並

びにサービスの提供にも着手いたしております。

　（主な関係会社）株式会社EMCOM証券、株式会社EMCOM CONSULTING
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（平成21年12月31日現在）
　当社グループは、当連結会計年度末において当社及び連結子会社12社により構成されており、不動産事業、

金融事業を行っております。当社グループのグループストラクチャー図は以下のとおりであります。

　

 (注１) 上記のほか、当社は休眠会社（非連結子会社１社）を保有しております。

 (注２) 英極軟件開発（大連）有限公司につきまして、当社との直接の資本関係はございませんが、緊密な者及び同意

している者を含む出資比率は100％となります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社） 　 　 　 　 　

株式会社EMCOM証券
（注）２、３

大阪市中央
区

555百万円金融事業 100.0役員の兼任があります。資金援助を行っています。

EMCOM株式会社（注）２ 東京都港区 60百万円金融事業 100.0役員の兼務があります。

株式会社EMCOM CONSULTING
(注）２、４

東京都港区 30百万円金融事業
100.0
(100.0)

役員の兼任があります。

株式会社EMCOM FINANCIAL東京都港区 50百万円金融事業
100.0
(100.0)

役員の兼任があります。

英科睦軟件技術（大連）有限公司
(注)２

中国・遼寧
省大連市

200万元金融事業
100.0
(100.0)

役員の兼任があります。

英科睦餐飲服務（大連）有限公司
中国・遼寧
省大連市

155万米ドル金融事業
100.0
(100.0)

役員の兼任があります。

英極軟件開発（大連）有限公司　
(注）２

中国・遼寧
省大連市

268万米ドル金融事業
─

[100.0]
役員の兼務があります。

大連英極通信服務有限公司
中国・遼寧
省大連市

217万元金融事業
─

[100.0]
役員の兼任があります。

大連英極計算機職業育成学校
中国・遼寧
省大連市

100万元金融事業
─

[100.0]
役員の兼任があります。

株式会社EMCOMリアルティ 東京都港区 450百万円不動産事業 91.0役員の兼任があります。資金援助を行っています。

株式会社EMCOMヘルスケア 東京都港区 10百万円不動産事業 100.0役員の兼任があります。資金援助を行っています。

アジアエンターテイメント投資組合
（注）５、６、７

東京都千代
田区

1百万米ドル 金融事業 100.0　─

(注) １. 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合を内数で示し、［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割

合を外数で示しております。

２. 特定子会社に該当しております。　

３. 株式会社EMCOM証券は、連結売上高に占める売上高の割合が100分の10を超えております。

４．株式会社EMCOM CONSULTINGは、連結売上高に占める売上高の割合が100分の10を超えております。

５．資本金には出資金の金額を記載しております。

６．住所は営業者の住所であります。

７．所有割合は出資割合を記載しております。

　

　　主な損益情報等

名称 売上高 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額

株式会社EMCOM証券 5,852百万円1,742百万円1,031百万円2,517百万円13,906百万円

株式会社EMCOM CONSULTING2,791百万円1,236百万円710百万円 780百万円1,598百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成21年12月31日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

 不動産事業 ８（０)

金融事業 437（25)

全社(共通) 21（２)

合計 466（27)

(注) １．従業員は就業人員であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属している

ものであります。

４．従業員数が前連結会計年度に比べ 104 名増加(臨時従業員は 17 名減少)しておりますが、これは主に英極軟

件開発(大連)有限公司、大連英極通信服務有限公司及び大連英極計算機職業育成学校が新たに当連結会計年

度から連結範囲に加わったことによるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

(平成21年12月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

21(２) 36.2 2.1 7,403

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

特記事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

  当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な金融不安による株価下落、為替相場の急激な変動、世

界経済の減速等の影響を受け、企業収益の悪化に伴う設備投資の抑制、個人消費の低迷が続くなど、景気

は極めて厳しい状況で推移いたしました。このような状況のなかで、当社グループは、前連結会計年度よ

り、継続企業として長期的な成長軌道の確保と安定的なキャッシュ・フロー創出の実現を目指して、抜本

的な事業構造の改革並びに新たな収益構造の転換に向けた経営改革を断行してまいりました。不採算事

業であった不動産開発事業やゲーム事業からの撤退を断行する一方、それまで金融事業のブランドで

あった『ＥＭＣＯＭ』へのビジネスブランド統一を図る一環として、平成21年４月１日付けにて「ＥＭ

ＣＯＭホールディングス」に商号を変更するなど、金融事業におけるＦＸ事業をグループ事業の中核に

据え、“ＦＸサービスの運営に必要とされる全てのリソースを提供する「総合アウトソースカンパ

ニー」”として、グループ内のノウハウ並びにリソースを最大限に活用した新たな事業モデルの構築に

注力し収益構造の転換を図ってまいりました。 その結果、当社子会社である株式会社ＥＭＣＯＭ証券が

提供するＦＸサービスの「みんなのＦＸ」は、当社グループ各社が保有する金融システムの開発力、金融

コンサルティング能力や専任人材をリソースに、ユーザーニーズを捉えた機動的かつスピーディな機能

拡充とサービス追加を実施するともに、同サービスの効率的な運用、安定的に収益を確保するための事業

採算面における支援を行うことで、売上高、取引高、預り証拠金ともに急速な拡大を実現しております。ま

た、当社グループでは、次のフェーズとして、翌連結会計年度以降も継続的な事業成長を実現するため、当

社グループの最大の強みである金融システムの開発力並びに、コンサルティング力を中心に据え、“多様

な金融サービス全般における「総合アウトソースカンパニー」”としての事業成長を志向し、ＦＸ事業

については効率的な運用と安定的な収益確保という事業採算面における支援に特化する体制を強化し、

ＦＸシステムのレベニューシェア型ＡＳＰ事業に注力する一方、くりっく365、ＣＦＤや日経225など、多

種多様な金融サービスアプリケーションの研究・開発に着手しております。くりっく365については平成

22年１月18日よりサービス提供を開始するなど順調に進展しております。さらに、今後大きな成長が期待

できる中国及びアジア市場への本格的な進出の足がかりとして、これまでのオフショア開発の豊富なノ

ウハウを活用し、新たなシステム開発拠点として中国江蘇省無錫市の濱湖区太湖新城科教産業園（Ｋ－

ＰＡＲＫ）において、ハイクオリティかつロープライスなソフトウェアのアウトソーシング事業を展開

する合弁会社を平成22年５月下旬に操業開始予定であるなど、収益機会の拡大と多様化に向けた取り組

みにも着手しており、将来における事業規模・収益機会の拡大にも積極的に努めてまいりました。これら

の結果、当連結会計年度の売上高は7,343百万円と前年同期に比べ2,633百万円の減収となりました。損益

につきましては、金融事業セグメントにおいて収益が順調に拡大したことにより、営業利益は、2,149百万

円と前年同期に比べ3,084百万円の増益、経常利益は、1,481百万円と前年同期に比べ2,397百万円の増益

となりました。また、投資有価証券評価損554百万円、減損損失151百万円、持分変動損失130百万円などに

よる特別損失864百万円を計上したことなどにより当期純利益は134百万円と前年同期に比べ2,615百万

円の増益となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。
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（不動産事業）

　不動産事業については、前連結会計年度において不動産市況の悪化の継続・拡大など厳しい環境を踏ま

えて、資産再生事業及びレジデンシャル事業からの撤退など事業規模の最適化をはじめとする事業リス

トラクチャリングを完了しております。当連結会計年度においては、引き続き安定した収益が狙えるヘル

スケア事業を当社グループの不動産事業の中心に位置付け、徹底的なローコストオペレーション体制を

目指し、業務効率の向上と収益基盤の安定化に向けた体制の構築に努めてまいりました。また、ハードア

セット部門として経験豊かなスタッフを擁し、クライアントに対する事業用の法人仲介業務にも積極的

に取り組んでまいりました。

　この結果、前連結会計年度に比べ、営業損失は大幅に改善したものの、不動産仲介業での売上が伸び悩

み、不動産事業の売上高は227百万円と前年同期と比べ4,088百万円減収、営業損失は15百万円と前年同期

と比べ1,987百万円の増益となりました。

（金融事業）

  当社グループは、グループ内にシステム開発会社を保有する強みを背景にユーザーニーズを捉えた

様々な機能・サービスの追加を継続的に実施すると共に、平成21年６月には株式会社ＥＭＣＯＭ証券が

提供する「みんなのＦＸ」において、全額信託保全サービスを開始するなど、ＦＸサービスにおけるお客

様基盤の充実、お客様満足度並びにお客様信頼感のより一層の向上に積極的に取り組みました。また、Ｆ

Ｘ事業については、当社グループの最大の強みである金融システムの開発力並びに、コンサルティング力

を中心に据え、効率的な運用と安定的な収益確保という事業採算面における支援に特化する体制の構築

に注力し、平成21年３月には新たな事業提携先として株式会社ＤＭＭ．ｃｏｍ証券並びにトレイダーズ

証券株式会社との間でＦＸシステムのレベニューシェア方式によるＡＳＰ提供に係る契約を締結し、平

成21年７月よりサービス提供を開始した他、株式会社ＥＭＣＯＭ ＴＲＡＤＥについては保有する全株式

を売却することにより、限られた経営資源を金融システムの開発およびレベニューシェア型ＡＳＰ事業

並びに、これと密接な関連事業に集中投入しております。 さらに、翌連結会計年度以降の事業展開を見据

え、“多様な金融サービス全般における「総合アウトソースカンパニー」”としての事業成長を志向す

るなかで、平成21年10月にはCMC Markets Japan株式会社とのＣＦＤ取引システムの共同開発に係る基本

合意書締結、平成21年12月にはトレイダーズ証券株式会社より“くりっく365”取引システムのレベ

ニューシェア方式によるＡＳＰ提供に係る契約を獲得するなど、ＦＸから新しい金融サービスまでその

サービス事業分野を拡大し、「総合アウトソースカンパニー」化戦略をより一層加速させております。以

上の結果、金融事業の売上高は7,115百万円と前年同期と比べ2,072百万円の増収、営業利益は2,789百万

円と前年同期と比べ810百万円の増益となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前連結会計年度末と

比較して1,232百万円減少し、1,078百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フロー

の状況およびこれらの要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローは、199百万円の収入となりました。これは

主に、税金等調整前当期純利益が628百万円となり、投資有価証券評価損554百万円、ＦＸ預り証拠金の増

加5,013百万円、貸倒引当金の増加200百万円、減損損失151百万円、減価償却費357百万円などにより資金

が増加したものの、預託金の増加4,901百万円、短期差入保証金の増加956百万円、法人税等の支払額950百

万円などにより資金が減少したことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローは、959百万円の支出となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出440百万円、貸付けによる支出370百万円、無形固定資産の取得によ

る支出88百万円などにより資金が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フローは、652百万円の支出となりました。これは

主に、社債の一部返済による支出667百万円、借入金の返済による支出200百万円などにより資金が減少し

たものの、新株申込による収入205百万円などを得たことなどによるものであります。

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

受注生産額が僅少であるため、記載を省略しております。

　

(2) 受注実績

受注生産額が僅少であるため、記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

不動産事業 227,796 △94.7

金融事業 7,115,660 +41.0

合計 7,343,457 △26.4

(注) １．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円) 割合(％) 販売高（百万円) 割合(％)

株式会社パワーズホーム 1,302 13.1 ─ ─
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３ 【対処すべき課題】

　今後につきましては、一部に景気の持ち直し傾向は見られるものの、依然として厳しい事業環境が続く

ものと思われます。このような状況の中で、当社グループは、下記を重点課題として取り組み、収益力の向

上並びに経営体質の強化に努める所存であります。

　(1) ＦＸ業界における地位の確立

　当社グループのコア事業である金融事業のうち、ＦＸ事業において、市場環境は口座数、証拠金残高とも

に右肩上がりの成長を維持している一方で、口座あたりの証拠金残高が小口化するなど、低スプレッド高

レバレッジを活かしたアクティブな顧客の裾野が拡大中であります。また、オンライン証券からの顧客流

入、投資資金の小口化等の傾向は、「外貨預金の代替としてのＦＸ」の衰退と「効率的なデイトレードの

手段としてのＦＸ」の急成長を示すものであります。その一方で、競争の激化や新規参入といった市場成

長に伴う課題も出てきつつあります。当社では引き続き顧客基盤を広げるためのマーケティングの強化

を図り、「総合アウトソースカンパニー」としての“ＥＭＣＯＭ”ブランドの浸透に努め、業界内におけ

る地位を確立させていく方針であります。

  (2) ＦＸ事業におけるサービス機能の拡充

　ＦＸ事業につきましては、株式会社ＥＭＣＯＭ証券において平成19年６月のサービス開始以来、口座数、

顧客証拠金残高とも急速に伸展しております。しかしながら、規模の拡大に伴い、サービス機能の拡充が

サービスの差別化において必要不可欠となりますので、今後もグループ内にシステム開発会社を保有す

る強みを活かし、高い頻度で大きな機能追加と細かい利便性向上を継続的に実施する方針であります。

  (3) 中国・アジア市場への進出

　当社グループは、金融システムの開発拠点として中国大連市に英科睦軟件技術(大連)有限公司等を有し

ておりますが、これまでのオフショア開発の豊富なノウハウを活用し、金融システムの開発にとどまら

ず、さらに日本国内だけでなく、大きな成長が期待できる中国およびアジア市場への進出の足がかりとし

て、中国江蘇省無錫市の濱湖区太湖新城科教産業園（Ｋ－ＰＡＲＫ）においてハイクオリティかつロー

プライスなソフトウェアのアウトソーシング事業を展開する目的で合弁会社を設立（平成21年10月15日

付にて合弁会社設立に関する基本合意書を締結、平成21年10月28日付にて無錫太湖新城科教産業園管理

委員会との間で投資協議書を締結）するなど、将来における事業規模・収益機会の拡大に努めておりま

す。

　(4) 人材の確保・育成

　業容の拡大及び経営体質の強化を図っていく上で、優秀な人材の確保・育成は極めて重要なものと認識

しております。そこで当社グループとしては、社員のスキル育成のための効果的な仕組みを構築するとと

もに、福利厚生の拡充と合わせて、優秀な人材の確保・育成の強化を図ってまいります。

　(5) 経営体制の強化と内部統制の確立

  コーポレートガバナンスの強化・確立により、経営体制を強化するとともに、金融商品取引法に基づく

内部統制の組織的対応を充実し、さらにはコンプライアンス及び情報管理に関する社内教育を徹底し、企

業体質の健全性を高めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

  当社グループの経営成績、財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因は以下に記載

するとおりですが、当社グループでは、これらリスクの存在を認識した上で、当該リスクの発生に伴う影

響を極力回避するための努力を継続してまいります。また、投資家に対する情報開示の観点から、必ずし

もそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上、重要であると考えられる事項につい

ては、積極的に開示しています。なお、本項目における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社

が判断したものであり、以下の記載は当社グループに関するすべてのリスクを網羅するものではありま

せんのでご留意ください。

(1) 当社グループの事業環境に係るリスクについて

 ① 外国為替取引市場の成長性について

　当社グループの主要事業である金融事業における外国為替取引は、近年の個人資産運用の多様化を背景

とした個人投資家の増加や法令整備等により、今後も引き続き継続的な成長が見込めるとの前提で事業

計画を策定しておりますが、景気動向や金融情勢、あるいは新たな競合金融商品の出現などの要因によ

り、予想に反して市場が拡大しないという状況が起こる可能性が否定できません。もし、そのような事態

が生じた場合には事業拡大を図ることが困難となり、当社グループの財政状態および経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

 ② 外国為替相場の変動について

  現在の当社グループの収益の大部分は、外国為替取引に係る取引損益であり、お客様の取引高の増減に

左右される傾向にあります。一般的には、為替相場の変動率が高いほどお客様の取引高が増加し、逆に変

動率が低くなるとお客様の取引高は減少する傾向にあります。また、相場変動がお客様にとって不利に働

き損失となった場合、お客様の投資意欲の減退を招き、取引高が減少することも想定されます。このよう

な状況が長期化した場合には、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 ③ 法的規制について

  外国為替取引事業および証券取引事業では、金融商品取引法をはじめとする関係諸法令の適用を受け

ており、その事業運営はこれら諸法令に基づき金融庁の監督のもとで行われております。株式会社ＥＭＣ

ＯＭ証券では、コンプライアンスを徹底すべく、役職員を対象とした社内研修を定期的に実施するほか、

内部監査部門による監査等により、法令違反に関するリスクの未然防止に努めております。しかしなが

ら、万が一、法令違反が発覚し、行政当局より業務停止命令、許可・登録の取消等の行政処分を受けた場合

には、社会的信用が大きく低下し、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 ④ 法令改正や監督官庁の政策動向・規制が当社グループに与える影響について

  外国為替取引業界は、金融商品取引法および関連法令等の規制を受けており、これらの改正若しくは新

たな法令の施行等により、当社が想定する事業運営が展開できなくなる可能性があります。また、外国為

替取引業者に対する保証金分別管理の信託一元化やレバレッジ規制など、監督官庁である金融庁による

政策動向や規制等により事業活動に重大な影響を与える可能性があり、当社グループの財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 ⑤ 競争の激化について

  証券取引業界及び外国為替取引業界においては、国内景気が回復局面へ転換したことや「貯蓄から投

資へ」の流れを受けて、市場規模を拡大しています。また、法整備や投資家教育が進んだことで、リテール

向け金融デリバティブ取引も一般化し大手または準大手の総合証券会社や外資系証券会社も自ら、また

は子会社等を設立して事業に参入しています。各社は、それぞれの特徴を押し出して顧客の獲得、サービ
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スレベルの向上、取扱商品の増加、手数料の引き下げ、取引単位の縮小、高度で安定した取引システムの開

発等に注力しておりますが、競争が激しく、利益率の低下および高品質を保つための費用の増加等は不可

避であります。このように、仮に競合他社と比較して、投資家に訴求する特徴を維持できず、お客様から選

択されない場合、サービスレベルの低下によってお客様ニーズを満たすことができない場合などには、集

客力の低下等によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 当社グループの事業構造に係るリスクについて

 ① 特定事業への依存度について

  当社グループは、インターネットを通じた外国為替取引を主業務としており、収益面での同事業への依

存度が高いため、為替相場の変動が長期にわたって停滞するなどによりお客様の取引高が減少した場合、

取引システムに支障が生じた場合、当業務に関する経費が大幅に増加した場合、その他外部環境の変化に

より市場が縮小した場合などには、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 ② システムについて

  外国為替取引における取引注文のほとんどをインターネットを通して受注し、一連のコンピュータ処

理システム及び第三者への接続を通して取引を行っております。このため、これらのシステムに障害が発

生したり、機能不全に陥った場合は、お客様からの注文が受け付けられなくなり、あるいは取引所への執

行もしくはカウンターパーティーとのカバー取引が行えなくなる等によって、事業に重大な支障が発生

する可能性があります。当社グループでは、システム障害を防止するための改善等を随時行い、システム

障害が発生した場合の代替処理の方法、非常時の業務フロー体制を整えるよう注力しておりますが、予想

を超えたアクセス数の増加、天災等の大規模な災害の発生、制御不能なコンピュータウイルス、長時間に

及ぶ停電、通信障害等によりコンピュータシステムがダウンする可能性は否定できません。これら、ある

いはこれら以外の何らかの事由によりシステム障害が発生した場合、為替の売買取引が停止することに

よる機会損失、当社グループの信用及び企業イメージの低下による顧客数の減少、並びに損害賠償義務の

負担等により、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グ

ループは自社商品の改良、新商品の開発、ＡＳＰ提供先の商品改良、社内システムについて、継続的にシス

テム開発を行っておりますが、その開発スケジュールに遅延が生じた場合には、当社グループの財政状態

および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 ③ 資金流動性リスクについて

  外国為替取引事業及び証券取引事業においては、取引に係る資金決済のため、あらかじめ定められた期

日に証拠金または売買代金等の受払いを行いますが、市場が過熱化して大きな相場変動が生じた場合、証

券取引所から市場参加者に対して当日中に緊急証拠金の差入れを求められる可能性があるほか、翌日以

降、顧客取引にかかる多額の決済資金が必要になる可能性があります。株式会社ＥＭＣＯＭ証券は、こう

した事態に対応するため、資金繰り管理を厳格に行い充分な手元流動性資金を備えていますが、これらを

超える資金需要が生じた場合、取引の決済及び事業の遂行に影響を及ぼす可能性があります。

 ④ オペレーションリスクについて

  株式会社ＥＭＣＯＭ証券が主力とする金融デリバティブ取引は、証拠金等を担保にしてレバレッジの

効いた取引を行うため、想定元本の額が通常取引と比べると多額になります。取引の執行に誤りがあった

場合、それが明らかに役職員の過失であれば、当該損失を賠償することになりますが、金融デリバティブ

取引においては多額になる可能性があります。このような証券事故に基づく損害賠償の発生が、当社グ

ループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 ⑤ 役職員の不正について
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  株式会社ＥＭＣＯＭ証券は、取締役及び各部署の業務分掌を明確にし、役職員の職務権限を明確にする

ことで、重要な情報を管理する仕組みの構築、推進と牽制を区別した決済ルールの整備等を行い、役職員

による不正を未然に防止する環境づくりに注力しております。しかしながら、これらによって妨げない悪

質な不正、想定を超えた不正他によって同社に損害が生じ、信用が著しく低下した場合、あるいは業務停

止等の行政処分を受けた場合、業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

(3) 当社グループの経営全般に係るリスクについて

　① 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に関する注記について

　当社グループは、前連結会計年度において営業損失並びに経常損失を計上し、当期純損失が継続してい

る状態にあったことに加え、また平成18年５月30日に発行いたしました「株式会社ジャレコ2011年満期

ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債」に係る多額の借入債務(平成22年3月30日現在の残高3,463百

万円)があり、また、返済原資の確保に不確定な要素があることから、当社グループには継続企業の前提に

関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。このような状況のなか、平成22年3月17

日に債権者との間で最終返済日を平成22年8月15日とする返済に関する合意書を締結いたしました。これ

により、延滞は解消となりましたが、当社では、引き続き完済に向けた返済原資の確保が必要な状況にあ

ります。そこで、必要資金の全額が早期に確保出来るよう、自己資金等の確保に加え、資金調達の早期実現

を目指してまいります。しかしながら、返済原資として必要資金の全額が確保出来ず、債権者との合意事

項が履行出来なかった場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　② 合併等による実質的存続性の喪失に係る猶予期間について

  当社は、株式会社ジャスダック証券取引所より、ＥＭＣＯＭ株式会社(非上場会社)との株式交換(平成

20年3月14日効力発生)、商号の変更(平成21年４月１日実施)並びに平成21年７月23日付代表取締役及び

取締役の異動において、当社が実質的な存続会社ではないとされ、株券上場廃止基準第２条第１項第８号

(不適当な合併等)ａの規定により、代表取締役及び取締役の異動日である平成21年７月23日より、当社は

「合併等による実質的存続性の喪失」に係る猶予期間（当該代表者の異動が行なわれた日の属する事業

年度末から３年間の日<平成24年12月31日>まで）に入っております。当社は、今後もジャスダック証券取

引所への上場を維持し、引き続き当社グループ事業の拡大並びに発展に努めていく方針であり、上場審査

基準に準じた審査の申請を行なうことで、猶予期間の解除を受けるべく適切に審査に対応してまいる所

存であります。しかしながら、この猶予期間内に審査に適合できない場合には、当社の株式は上場廃止と

なり、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(１) 連結子会社である株式会社ジャレコの株式譲渡

当社は、平成21年１月15日付の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ジャレコの当社所

有株式全てを譲渡することを決議し、同日、株式譲渡契約を締結いたしました。

　実施の概要は次のとおりであります。

①異動する子会社の概要

商号：株式会社ジャレコ

  代表者：代表取締役社長 加藤 貴康

  本店所在地：東京都港区赤坂八丁目５番26号

  設立年月日：平成18年７月３日

  主な事業内容：家庭用ゲームソフトの企画、開発、販売

                モバイルコンテンツの企画、販売、配信

                インターネットを利用したオンラインゲームの企画

  資本金の額：50百万円

  発行済株式総数：1,000株

  当社の出資比率：100％

②株式の譲渡先

商号：ゲームヤロウ株式会社

　代表者：代表取締役社長 村井 真郎

　本店所在地：東京都港区芝大門２丁目11番16号 YSビル２階

  事業の内容： オンラインゲームの企画、運営

③売却株式数及び売却前後の所有株式の状況　　　　　

  異動前の所有株式数： 1,000株（所有割合 100％）

  譲渡株式数： 1,000株

  異動後の所有株式数：0株（所有割当 ０％）

　

(２) 持分法適用関連会社である株式会社ＥＭＣＯＭ ＴＲＡＤＥの株式譲渡

当社は、平成21年10月15日付の取締役会において、当社の持分法適用関連会社である株式会社ＥＭＣＯ

Ｍ　ＴＲＡＤＥの当社保有株式を有限会社ジェイアンドアールに売却することを決議し、同日付で株式譲

渡契約を締結し、実施いたしました。実施の概要は次のとおりであります。

①売却する関連会社の内容

商号：株式会社ＥＭＣＯＭ　ＴＲＡＤＥ 

  代表者：代表取締役社長 田口 仁

  本店所在地：東京都港区赤坂八丁目５番26号

  設立年月日：平成17年10月７日

  主な事業の内容：金融先物取引業 

  資本金の額：５億71百万円

  発行済株式総数：154,584株

  当社の出資比率：15.8％
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②株式の譲渡先

商号：有限会社ジェイアンドアール

  代表者：代表取締役社長 金丸 多賀

  本店所在地：東京都品川区上大崎二丁目７番26号

  設立年月日：平成３年１月31日

  主な事業の内容：不動産賃貸業 

  資本金の額：３百万円

③売却株式数及び売却前後の所有株式の状況

  異動前の所有株式数：24,350株（所有割合15.8％）

  譲渡株式数：24,350株

  異動後の所有株式数：0株（所有割当 ０％）

　
６ 【研究開発活動】

当社グループにおける研究開発活動は金融事業において行っております。当連結会計年度における研究

開発費の総額は213百万円であり、主に株式会社ＥＭＣＯＭ ＣＯＮＳＵＬＴＩＮＧの主力製品であります

ＦＸ取引システム「EMCOM FX」「EMCOM CFD」「EMCOM 225」の開発に係るものであります。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

①　決算概況

　

　 　

前連結会計年度 当連結会計年度

前年同期比(％)
金額 金額

売上高         　　　 (千円) 9,976,993 7,343,457 △26.4

営業利益又は　
営業損失(△）　　 　 

(千円) △934,713 2,149,388 ─

経常利益又は
経常損失(△）　　　　

(千円) △916,356 1,481,377 ─

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失(△)
　　 

(千円) △1,783,592 628,932 ─

当期純利益又は
当期純損失(△)       

(千円) △2,481,048 134,057 ─

一株当たり当期純利益又は
一株当たり当期純損失(△)　　
　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

(円) △10.61 0.53 ─

総資産額         (千円) 20,227,840 19,157,872 △5.3

純資産額　　　　 (千円) 2,459,179 3,462,927 +40.8

　当連結会計年度において、当社グループは、前連結会計年度より、継続企業として長期的な成長軌道の確

保と安定的なキャッシュ・フロー創出の実現を目指して、抜本的な事業構造の改革並びに新たな収益構

造の転換に向けた経営改革を断行してまいりました。不採算事業であった不動産開発事業やゲーム事業

からの撤退を断行する一方、それまで金融事業のブランドであった『EMCOM』へのビジネスブランド統一

を図る一環として、平成21年４月１日付けにて「EMCOMホールディングス」に商号を変更するなど、金融

事業におけるＦＸ事業をグループ事業の中核に据え、“ＦＸサービスの運営に必要とされる全てのリ

ソースを提供する「総合アウトソースカンパニー」”として、グループ内のノウハウ並びにリソースを

最大限に活用した新たな事業モデルの構築に注力し、収益構造の転換を図ってまいりました。
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　この結果、当連結会計年度の売上高は7,343百万円となりましたが、金融事業セグメントにおいて収益が

順調に拡大したことにより、営業利益は2,149百万円に、経常利益は1,481百万円となりました。また、投資

有価証券評価損554百万円、減損損失151百万円、持分変動損失130百万円などによる特別損失864百万円を

計上したことなどにより当期純利益は134百万円となりました。

　当社グループは、前連結会計年度において営業損失並びに経常損失を計上し、当期純損失が継続してい

る状態にあったことに加え、平成18年５月30日に発行いたしました「株式会社ジャレコ2011年満期ユー

ロ円建転換社債型新株予約権付社債」に係る多額の借入債務(平成22年３月30日現在の残高3,463百万

円)があり、また、返済原資の確保に不確定な要素があることから、当社グループには継続企業の前提に関

する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。このような状況のなか、平成22年３月17日

に債権者との間で最終返済日を平成22年８月15日とする返済に関する合意書を締結いたしました。これ

により、延滞は解消となりましたが、当社では、引き続き完済に向けた返済原資の確保が必要な状況にあ

ります。そこで、必要資金の全額が早期に確保出来るよう、自己資金等の確保に加え、資金調達の早期実現

を目指してまいります。

②　事業の種類別セグメント別情報

　

　

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

不動産事業 金融事業 計
消去又は
全社

連結

売上高(千円) 227,7967,115,6607,343,457 ─ 7,343,457

前年同期比(％) △94.7 +41.1 △26.4 ─ △26.4

営業利益（又は損失△) △15,5132,789,0642,773,550(624,162)2,149,388

　

　

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

不動産事業 金融事業 ゲーム事業 計
消去又は
全社

連結

売上高(千円) 4,316,4825,043,556616,9549,976,993 ─ 9,976,993

営業利益（又は損失△) △2,003,2041,978,077△299,107△324,234(610,479)△934,713

　

不動産事業については、前連結会計年度において不動産市況の悪化の継続・拡大など厳しい環境を踏ま

えて、資産再生事業及びレジデンシャル事業からの撤退など事業規模の最適化をはじめとする事業リスト

ラクチャリングを完了しております。当連結会計年度においては、引き続き安定した収益が狙えるヘルスケ

ア事業を当社グループの不動産事業の中心に位置付け、徹底的なローコストオペレーション体制を目指し、

業務効率の向上と収益基盤の安定化に向けた体制の構築に努めてまいりました。また、ハードアセット部門

として経験豊かなスタッフを擁し、クライアントに対する事業用の法人仲介業務にも積極的に取り組んで

まいりました。

金融事業については、グループ内にシステム開発会社を保有する強みを背景にユーザーニーズを捉えた

様々な機能・サービスの追加を継続的に実施すると共に、平成21年６月には株式会社EMCOM証券が提供する

サービス「みんなのＦＸ」において、全額信託保全サービスの提供を開始するなど、ＦＸサービスにおける

お客様基盤の充実、お客様満足度並びにお客様信頼感のより一層の向上に積極的に取り組みました。また、

ＦＸ事業については、当社グループの最大の強みである金融システムの開発力並びに、コンサルティング力

を中心に据え、効率的な運用と安定的な収益確保という事業採算面における支援に特化する体制の構築に
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注力し、平成21年３月には新たな事業提携先として株式会社ＤＭＭ.ｃｏｍ証券並びにトレイダーズ証券株

式会社との間でＦＸシステムのレベニューシェア方式によるＡＳＰ提供に係る契約を締結し、平成21年７

月よりサービス提供を開始した他、株式会社ＥＭＣＯＭ　ＴＲＡＤＥについては保有する全株式を売却する

ことにより、限られた経営資源を金融システムの開発及びレベニューシェア型ＡＳＰ事業並びに、これと密

接な関連事業に集中投入しております。さらに、来期以降の事業展開を見据え、“多様な金融サービス全般

における「総合アウトソースカンパニー」”としての事業成長を志向するなかで、平成21年10月にはCMC

Markets Japan株式会社とのＣＦＤ取引システムの共同開発に係る基本合意書締結、平成21年12月にはトレ

イダーズ証券株式会社より、“くりっく365”取引システムのレベニューシェア方式によるＡＳＰ提供に係

る契約を獲得するなど、ＦＸから新しい金融サービスまでそのサービス事業分野を拡大し、「総合アウト

ソースカンパニー」化戦略をより一層加速させております。

　

③　所在地別セグメント情報

　当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至　平成21年12月31日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれ

も90％を超えているため、記載を省略しております。

　

　前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至　平成20年12月31日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれ

も90％を超えているため、記載を省略しております。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比較して1,069百万円減少し、19,157百万円となり

ました。これは主に、金融事業における約定見返勘定が6,468百万円、不動産事業における所有不動産の売

却などによりたな卸資産が289百万円減少し、さらに、営業投資有価証券が190百万円、現金及び預金が

1,104百万円減少したのに対して、証券業における預託金が3,615百万円、トレーディング商品が2,702百

万円、信用取引資産が243百万円増加したことなどによるものであります。

②　負債の部

負債につきましては、前連結会計年度末と比較して2,073百万円減少し、15,694百万円となりました。こ

れは主に、未払法人税等が連結納税制度の導入等により511百万円減少したこと、また、金融事業において

トレーディング商品が5,612百万円減少したのに対し、ＦＸ預り証拠金が3,601百万円、約定見返勘定が

1,406百万円、信用取引負債が243百万円増加したこと、並びに借入債務等において「株式会社ジャレコ

2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債」5,000百万円が平成21年５月29日付にて繰上償還

請求により667百万円を繰上償還し、残額について平成21年６月29日を返済期限とする準消費貸借契約に

切り替わり（その後平成21年７月６日付にて、平成21年７月17日を返済期限とする修正契約を締結）、こ

のうち当連結会計年度において200百万円の返済を行ったことによるものであります。

　なお、「継続企業の前提に関する事項」に記載しておりますとおり、上記の準消費貸借契約に基づく短

期借入金について、継続的な協議の結果、平成22年３月17日に債権者との間で平成22年８月15日を最

終返済日とする合意書を締結するに至り、かつ、平成22年１月１日から平成22年３月30日までの間に670

百万円を返済し、平成22年３月30日現在の借入債務残高は3,463百万円となっております。引き続き返済

原資の確保に努めて参りますが、合意返済日までの期間が短く未だ不確定な要素が認められるため、継続

企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況があると認識しております。
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③　純資産の部

純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して1,003百万円増加し3,462百万円となりました。こ

れは主に、円高の進行などにより評価・換算差額等が５百万円減少したのに対して、当連結会計年度にて

純利益134百万円を計上し、少数株主持分が618百万円、新株予約権が51百万円増加したことなどによるも

のであります。

④　キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、税金等調整前当期純

利益が628百万円となり、預託金及びＦＸ預り証拠金が各々減少したことなどにより、営業活動による

キャッシュ・フローは199百万円の収入となりました。有形固定資産の取得による支出、無形固定資産取

得による支出及び貸付金の回収による収入などにより、投資活動によるキャッシュ・フローは、959百万

円の支出となりました。社債償還による支出及び借入金の返済が進み減少したこと、新株発行による収入

を得たことなどにより、財務活動によるキャッシュ・フローは、652百万円の支出となり、資金残高は前連

結会計年度末と比較して1,232百万円減少し、1,078百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は371百万円であり、その主なものは、株式会社ＥＭＣＯＭ ＣＯＮＳ

ＵＬＴＩＮＧにおける金融事業にかかる費用231百万円、株式会社ＥＭＣＯＭ証券における金融事業にかか

る費用97百万円であります。なお、株式会社ＥＭＣＯＭ ＣＯＮＳＵＬＴＩＮＧのうち87百万円については、

くりっく365、ＣＦＤ、日経225などの金融サービスソフトウェア制作費であります。
　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成21年12月31日現在)

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

本社
(東京都港区)

グループ統括・管
理事業、投資事業

管理設備他 13,3378,984 ─ 22,32121(２)

(2) 国内子会社

(平成21年12月31日現在)

会社名
事業所名
　(所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱EMCOM証券
本社（大阪
市中央区）

金融事業 管理設備他 7,729183,645 ─ 570191,94551(１)

㈱EMCOMヘルス
ケア

本社（東京
都港区）

不動産事
業

事業用賃貸
ビル等

911,789─
39,482

(11,031.8)
─ 951,271５(─)

(注) (1)提出会社、(2)国内子会社について

　　 １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．その他はリース資産によるものであります。

４．上記の他主要な賃借設備として提出会社において本社建物があり、年間賃借料は149,044千円であります。

５．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス(E02405)

有価証券報告書

 21/108



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年３月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 253,458,269276,313,319
ジャスダック
証券取引所

単元株式数　　　　1,000株

計 253,458,269276,313,319― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使

（旧商法に基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された

株式数は含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

①新株予約権

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成21年4月16日取締役会決議

　
事業年度末現在
(平成21年12月31日)
第１回新株予約権

提出日の前月末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数(個) 9,760個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数
1,000株

同左

新株予約権の目的となる株式の数 9,760,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき25円 １株につき24円(注)１

新株予約権の行使期間
平成23年５月１日～
平成28年４月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格１株当たり25円　
資本組入額１株当たり12.5円

発行価格１株当たり24円　
資本組入額１株当たり12円(注)１
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事業年度末現在
(平成21年12月31日)
第１回新株予約権

提出日の前月末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の行使の条件

  新株予約権の割当を受けたも
のは、権利行使時において、取締
役若しくは監査役、従業員の地位
にあることを要す。但し取締役又
は監査役が解任以外でその地位
を喪失した場合はこの限りでは
ない。
  その他の条件については、当社
と新株予約権者との間で締結す
る新株予約権割当契約に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入その他の処分はできな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ─ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─ 同左

　

平成21年４月27日取締役会決議

　
事業年度末現在
(平成21年12月31日)
第２回新株予約権

提出日の前月末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数(個) 60個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数　　
1,000株

同左

新株予約権の目的となる株式の数 60,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき25円 １株につき24円(注)１

新株予約権の行使期間
平成23年５月１日～
平成28年４月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格１株当たり25円　
資本組入額１株当たり12.5円

発行価格１株当たり24円　
資本組入額１株当たり12円(注)１

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けたもの
は、権利行使時において、取締役
若しくは監査役、従業員の地位に
あることを要す。但し取締役又は
監査役が解任以外でその地位を
喪失した場合はこの限りではな
い。
　その他の条件については、当社
と新株予約権者との間で締結す
る新株予約権割当契約に定める
ところによる

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入その他の処分はできな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ─ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─ 同左

(注)１．平成22年1月14日に行使価格が調整され、調整後の権利行使価格を記載しております。
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平成21年10月５日取締役会決議

　
事業年度末現在
(平成21年12月31日)
第３回新株予約権

提出日の前月末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数(個) 200個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 50,000,000株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき11.4円 (注１） 同左

新株予約権の行使期間
平成21年10月23日～
平成23年10月22日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格１株当たり11.4円　
資本組入額１株当たり6円

　　　　　　 同左

新株予約権の行使の条件
 各本新株予約権の一部行使はで
きないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、
当社取締役会の承認を要するも
のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ─ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

  当社が消滅会社又は完全子会
社となる合併、吸収分割、新設分
割、株式交換又は株式移転（以下
「組織再編行為」という。）につ
き当社株主総会（株主総会の決
議を要しない場合は、取締役会）
で承認決議した場合、当該組織再
編行為の効力発生日以前に、当社
が本新株予約権を取得するのと
引換えに当該本新株予約権の新
株予約権者に対して本新株予約
権１個あたり払込金額と同額を
交付して、残存する本新株予約権
の全部を取得する。当社は、取得
した本新株予約権を消却するも
のとする。

同左

（注）１．平成21年11月7日以降の適用で行使価格が18円から11.4円に調整されています。

      ２．平成22年3月24日取締役会において、本新株予約権発行要項第14 条（３）項に基づいて、本新株予約権

 のうち残存する新株予約権全ての取得日を平成22年４月８日と定め、これを取得するとともに、同日付

 にて会社法第276 条第１項に基づき、本新株予約権の全てを消却することを決議いたしました。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　平成22年２月１日以降の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項は

　ありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成17年３月29日
（注)１

 ─ 106,401,986△16,742,7113,000,0001,100,0001,100,000

平成17年10月27日
（注)２

8,000,000114,401,9861,000,0004,000,000 ─ 1,100,000

平成17年11月24日
（注)３

800,000115,201,986100,0004,100,000 ─ 1,100,000

平成18年２月28日
 (注)４

24,508,283139,710,26933,0004,133,0006,981,2708,081,270

平成19年３月29日
 (注)５

─ 139,710,269 ─ 4,133,000△4,040,6354,040,635

平成20年２月28日
 (注)６

78,948,000218,658,269750,0064,883,006750,0064,790,641

平成20年３月14日
 (注)７

34,800,000253,458,26950,0004,933,00644,9204,835,562

(注) １．平成17年３月29日開催の定時株主総会において、資本の額を16,742,711千円減少して15,613,410千円を欠損

のてん補に充当し、残額1,129,301千円を資本剰余金とすることが決議されております。

２．平成17年10月27日付の以下の新株発行により、発行済株式総数が8,000,000株、資本金が1,000,000千円増加し

ております。 

第三者割当増資　発行価格：250円、資本組入額：125円

割当先：Morgan Stanley & Co. International Limited Fund1

        Morgan Stanley & Co. International Limited Fund2

        Citigroup Global Markets Ltd, IPB Fund1、Citigroup Global Markets Ltd, IPB Fund2

３．平成17年11月24日付の以下の新株発行により、発行済株式総数が800,000株、資本金が100,000千円増加してお

ります。

第三者割当増資　発行価額：250円、資本組入額：125円

割当先：株式会社FFBC-Management

４．平成18年２月28日付で実施された、日本中央地所株式会社を完全子会社化する株式交換により、発行済株式総

数が24,508,283株、資本金が33,000千円、資本準備金が6,981,270千円増加しております。

５．平成19年３月29日開催の定時株主総会において、資本準備金を4,040,635千円減少し781,154千円を欠損のて

ん補に充当し、残額3,259,481千円をその他資本剰余金とすることが決議されております。

６. 平成20年２月28日付の以下の新株発行により、発行済株式総数が78,948,000株、資本金が750,006千円増加し

ております。

第三者割当増資　発行価格：19円、資本組入額：9円50銭

割当先：STIC Pioneer FundⅡ、ゲームヤロウ株式会社、A2i Co., Ltd.

７．平成20年３月14日付の以下の新株発行により発行済株式総数が34,800,000株 資本金が50,000千円増加して

おります。

株式交換　株式交換比率　１：29,000

発行価格　19円22銭、資本組入額50,000千円

８．平成22年1月14日付の以下の新株発行により、発行済株式総数が22,855,050株、資本金が114,275千円増加し

ております。

株主割当増資　1株につき2株　発行価格：1株につき9円　資本組入額：1株につき5円
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(6) 【所有者別状況】

平成21年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

５ ５ 15 125 26 10 9,0059,191 ―

所有株式数
(単元)

６ 88 2,1357,906102,879226139,398252,638820,269

所有株式数
の割合(％)

0.00 0.03 0.85 3.13 40.72 0.09 55.18100.00 ―

(注) １．自己株式は76,103株であり、76単元は「個人その他」の欄に、103株は「単元未満株式の状況」の欄に含まれ
ております。

２．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

スティックパイオニアファンド
ツー(常任代理人 ＴＭＩ総合法律
事務所）

 (東京都港区六本木ヒルズ森タワー23階) 48,516,00019.14

エーツアイカンパニーリミテッド
(常任代理人 ＴＭＩ総合法律事務
所)

 (東京都港区六本木ヒルズ森タワー23階） 34,254,00013.51

徐　躍平 　東京都港区 14,500,000 5.72

竹内　秀人  東京都世田谷区 9,512,000 3.75

シービーエイチケイコリアセキュ
リティーズデポジトリー
(常任代理人 シティバンク銀行株
式会社）

　(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 5,051,000 1.99

シービーホンコンコリアセキュリ
ティーズデポジトリーエトレード
(常任代理人 シティバンク銀行株
式会社

　(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 4,599,000 1.81

浜井　亜矢子 　神奈川県横浜市 4,350,000 1.71

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー505086
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

　(東京都中央区月島４丁目16－13) 4,000,000 1.57

バークレイズ　バンク　ピーエル
シー　シンガポール　ウェルス　マ
ネジメント
(常任代理人　スタンダードチャー
タード銀行)

　(東京都千代田区永田町２丁目11-１) 3,811,000 1.50

篠原　洋 　東京都中央区 3,662,000 1.44

計 ― 132,255,00052.14
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　　   76,000
(相互保有株式)
普通株式　　 　30,000 

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式  252,532,000252,532 ─

単元未満株式 普通株式      820,269― ─

発行済株式総数           253,458,269― ―

総株主の議決権 ― 252,532 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,250株(議決権５個)が含まれて

おります。

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＥＭＣＯＭホール
ディングス

東京都港区赤坂八丁目
５番26号

76,000 ─ 76,000 0.03

(相互保有株式）
株式会社ＥＭＣＯＭリアル
ティ

東京都港区赤坂八丁目
５番26号

30,000 ─ 30,000 0.01

計 ― 106,000 ─ 106,000 0.04
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基

づき、平成21年4月16日及び平成21年4月27日の取締役会において決議されたものであります。当該制度の

内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成21年４月16日 平成21年４月27日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役５名
当社監査役４名
当社従業員24名
当社子会社の取締役５名
当社子会社の監査役２名
当社子会社の従業員94名

当社子会社の取締役２名

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式　　　

単元株式数　1,000株
　　　　　　　　同左

株式の数 9,874,000株（注１） 60,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき25円（注２、３） 　　　　　　　　同左

新株予約権の行使期間
平成23年５月１日～平成28年
４月30日

　　　　　　　　同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けたも
のは、権利行使時において、取
締役若しくは監査役、従業員の
地位にあることを要す。但し取
締役又は監査役が解任以外で
その地位を喪失した場合はこ
の限りではない。
その他の条件については、当社
と新株予約権者との間で締結
する新株予約権割当契約に定
めるところによる。

　　　　　　　　同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入その他の処分はでき
ない。

　　　　　　　　同左

代用払込みに関する事項 ─ 　　　　　　　　  ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

─                   ─

（注）１．平成21年４月16日付けで決議されたストックオプションは平成22年2月28日現在、付与対象者は退職により

11名減少し、123名であり、新株発行予定数は114,000株失効し、9,760,000株であります。

　　　２．新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行なう場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額  ×
１

分割（又は併合）の比率

　

　　　　また、当社が時価を下回る価額で株式の発行又は自己株式の処分を行なう場合（新株予約権の行使による場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 　 　 　 既発行
＋　新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
＝

調 整 前
×

株式数

行使価額 行使価額 　 時価

　 　 　 　 既発行株式数＋新規発行株式数

　

　　　３．平成22年1月14日に行使価格が1株につき24円に調整されました。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　　　【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 6,754 106

当期間における取得自己株式 1,872 20

（注）当期間における取得自己株式数には、平成22年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(　　―　　) ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 76,103 ─ 77,975 ─

（注）当期間における保有自己株式数には、平成22年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要政策の一つとして認識しており、継続的かつ安定的に配

当を行うことを基本とした上で、当社グループ事業の継続的な成長のために、配当性向と企業体質の強化及

び内部留保の充実のバランスを勘案して決定することを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

　当期の配当につきましては、当社グループを取り巻く環境が依然と厳しいことから、誠に遺憾ながら無配

とさせていただきます。

　なお、当社は取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨、定款に定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

最高(円) 424 331 92 65 31

最低(円) 101 63 16 11 ８

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６ケ月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 30 25 24 24 13 12

最低(円) 23 19 19 10 ８ ９

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

 代表

取締役

社長

　

─ 竹内　秀人 昭和42年５月25日

平成15年１月 社団法人日本プロゴルフ協会入会

 (注）２ 9,512,000株

平成16年10月 株式会社ライブドア入社（現株式会社LDH）

平成18年４月 ザ・ゴルフ・シーオー・ジェー・ピー株式会

社代表取締役社長（現EMCOM株式会社）

平成18年８月 株式会社FONOX代表取締役社長（現株式会社

EMCOM CONSULTING）

平成19年４月 EMCOM株式会社代表取締役社長

平成20年８月 株式会社EMCOM FINANCIAL取締役

平成20年10月 空海餐飲(大連)有限公司取締役（現英科睦餐

飲服務（大連）有限公司）（現任）

平成20年11月 英科睦軟件技術（大連）有限公司取締役（現

任）

平成21年３月 株式会社パンタ・レイ証券取締役(現株式会社

EMCOM証券)

平成21年３月 当社取締役副社長

平成21年３月 日本中央地所株式会社取締役（現株式会社

EMCOMリアルティ）

平成21年３月 株式会社EMCOMヘルスケア取締役

平成21年３月 株式会社EMCOM TRADE取締役

平成21年７月 株式会社EMCOM FINANCIAL代表取締役社長

平成21年７月 株式会社EMCOM証券代表取締役会長（現任）

平成21年12月 株式会社EMCOMリアルティ代表取締役社長

平成22年２月 当社代表取締役社長(現任)

平成22年３月 EMCOM株式会社代表取締役会長（現任)

平成22年３月 株式会社EMCOM CONSULTING代表取締役会長

（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOM FINANCIAL代表取締役会長

（現任)

平成22年３月 株式会社EMCOMリアルティ代表取締役会長

（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOMヘルスケア代表取締役会長

（現任）

取締役 ─ 田口　仁 昭和47年２月10日

平成６年４月 三菱商事株式会社入社

 (注）４ ―株

平成12年２月 ジェミニ・コンサルティング入社

平成14年１月 電通フューズ株式会社入社

平成14年11月 株式会社ライブドア入社（現株式会社LDH）

平成16年５月 ライブドア証券株式会社出向（現かざか証券

株式会社）

平成18年４月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

平成20年３月 当社入社

平成20年３月 株式会社パンタ・レイ証券取締役（現株式会

社EMCOM証券)

平成20年12月 株式会社カレンシートレード代表取締役社長

（現株式会社EMCOM TRADE）

平成21年７月 EMCOM株式会社取締役（現任）

平成21年12月 当社執行役員システム開発コンサルティング

事業本部長(現任）

平成21年12月 株式会社EMCOM CONSULTING常務取締役

平成22年３月 当社取締役(現任)

平成22年３月 株式会社EMCOM CONSULTING代表取締役社長

（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOM FINANCIAL取締役（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOMリアルティ取締役（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOMヘルスケア取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

取締役 ─ 木下　剛 昭和45年６月17日

平成６年４月 株式会社三和銀行入社（現株式会社三菱東京

UFJ銀行）

 (注）４ ─株

平成17年６月 株式会社ライブドア入社（現株式会社LDH）

平成18年７月 楽天株式会社入社

平成20年４月 当社入社

平成20年４月 株式会社パンタ・レイ証券FX事業本部長

（現株式会社EMCOM証券)

平成20年８月 同社取締役

平成21年３月 同社最高顧問

平成21年７月 同社代表取締役社長（現任）

平成21年７月 EMCOM株式会社取締役（現任）

平成21年12月 当社執行役員証券事業本部長(現任)

平成22年３月 当社取締役(現任)

平成22年３月 株式会社EMCOM CONSULTING取締役（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOM FINANCIAL取締役（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOMリアルティ取締役（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOMヘルスケア取締役（現任）

 取締役 ─ 三井　規彰 昭和45年10月20日

平成16年12月 株式会社クオカード入社

 （注）４ ─株

平成18年５月 株式会社タスコシステム入社

平成18年７月 株式会社双葉取締役

平成19年１月 株式会社ブランドバンク取締役

平成19年２月 株式会社タスコシステム執行役員経営企画室

兼広報・IR室長

平成19年10月 同社執行役員経営管理本部長兼経営企画室長

平成19年12月 株式会社TSソリューション取締役

平成19年12月 株式会社タスコシステム取締役経営管理本部

長兼経営企画室長

平成21年１月 当社入社

平成21年３月 当社執行役員管理本部長(現任)

平成22年３月 当社取締役(現任)

平成22年３月 株式会社EMCOM FINANCIAL代表取締役社長

（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOMリアルティ取締役（現任）

平成22年３月 株式会社EMCOMヘルスケア取締役（現任)

取締役 ─ 曹　軍 昭和47年２月27日

平成18年７月 恒睿軟件開発（大連）有限公司総務課長（現

英科睦軟件技術（大連）有限公司）（現任）

（注）４ ─株

平成20年１月 空海餐飲(大連)有限公司取締役（現英科睦餐

飲服務（大連）有限公司）（現任）

平成21年11月 当社入社

平成22年１月 大連佳業信息咨詢有限公司代表取締役社長

（現任）

平成22年３月 当社取締役(現任)

取締役 ─ 金　成翰 昭和43年９月22日

平成９年９月 TSQ株式会社　食品事業部入社

 (注）２ ─株

平成15年２月 日本モリア株式会社設立代表取締役社長

平成20年３月 当社取締役（現任）

平成20年３月 日本中央地所株式会社取締役（現株式会社

EMCOMリアルティ）

平成20年３月 株式会社ジャレコ取締役

平成20年11月 株式会社EMCOMヘルスケア取締役

平成20年11月 株式会社ネオ取締役（現任）

監査役 ─ 宮崎　信壽 大正12年11月19日

昭和61年４月 宮崎化成工業株式会社取締役会長

(注）３ ―株平成２年６月 当社監査役（現任）

平成18年３月 日本中央地所株式会社監査役 (現任)

（現株式会社EMCOMリアルティ）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

常勤

監査役
─ 由良　彦太 昭和16年12月18日

昭和39年４月 中央信託銀行株式会社（現中央三井信託銀行

株式会社）入社

(注）３ 2,500株

平成４年６月 同社取締役

平成６年３月 日本中央地所株式会社常務取締役（現株式会

社EMCOMリアルティ）

平成11年３月 同社専務取締役

平成15年３月 同社監査役（現任）

平成19年３月 当社常勤監査役（現任）

平成20年６月 株式会パンタ・レイ証券監査役（現株式会社

EMCOM証券）（現任）

平成20年11月 株式会社EMCOMヘルスケア監査役（現任）

平成20年11月 株式会社ジャレコ監査役

平成20年12月 株式会社カレンシートレード監査役（現株式

会社EMCOM TRADE)

監査役 ─ 阿部　勝雄 昭和７年４月27日

昭和48年１月 税理士資格取得

(注）３ ―株

昭和63年７月 東京国税局査察第26部門統轄査察官

平成元年７月 東京国税局査察第26部門統轄査察官

平成２年８月 税理士事務所開業

平成６年６月 当社監査役 (現任)

平成13年４月 東京税理士会理事 (現任)

監査役 ─ 新穂　均 昭和27年７月10日

昭和58年４月 検事任官（東京地方検察庁検事）

(注）３ 580,000株

昭和59年３月 松山地方検察庁検事

昭和62年３月 新潟地方検察庁検事

平成元年３月 東京地方検察庁検事

平成２年４月 東京地方裁判所判事補

平成５年４月 東京地方検察庁検事

平成７年６月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

のぞみ総合法律事務所

平成15年６月 第二東京弁護士会綱紀委員会副委員長

平成16年４月 第二東京弁護士会倫理委員会副委員長

平成17年１月 第二東京弁護士会互助会運営委員会副委員長

平成17年４月 第二東京弁護士会互助会運営委員会副委員長

平成18年４月 第二東京弁護士会非弁護士取締委員会委員長

平成19年４月 日本弁護士連合会綱紀委員会委員（現任）

平成20年４月 日本弁護士連合会代議員（現任）

平成21年３月 当社監査役（現任）

計 10,094,500株

　
(注)１．監査役宮崎信壽、阿部勝雄、新穂均の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　２．取締役竹内秀人、金成翰の両氏の任期は、平成20年12月期に係る定時株主総会終結時から平成22年12月期

　　　　に係る定時株主総会終結時までであります。

　　３．監査役宮崎信壽氏および阿部勝雄氏の任期は、平成18年12月期に係る定時株主総会終結時から平成22年12

　　　　月期に係る定時株主総会終結時までであります。監査役由良彦太氏および新穂均氏の任期は、平成20年12

　　　　月期に係る定時株主総会終結時から平成24年12月期に係る定時株主総会終結時までであります。

　　４．各取締役田口仁、木下剛、三井規彰、曹軍の各氏の任期は、平成21年12月期に係る定時株主総会

　　　　終結時から平成22年12月期に係る定時株主総会終結時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の効率を高め、意思決定の迅速化、機動性の向上を図ることにより企業価値を向上させ

る必要があると考えておりますが、同時に経営の健全性と透明性を高めるために、経営監視機能の強化

とコンプライアンス（法令遵守）の徹底が重要であると認識しております。

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

イ　会社の機関の内容

　当社の取締役会及び執行役員組織は、相互牽制機能が適切に機能するように構成されており、取締役

会が執行役員組織を管理統制する役割を担っています。

ロ　内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

　当社では、人事・経理・経営企画の各部門が統合された「管理本部」および法務・内部監査が統合さ

れた「コンプライアンス本部」が社内及びグループ全体を一元的に管理・統制しております。内部管

理体制の実効性を向上するため、グループ事業の拡大に伴い組織の新設・再編を行うとともに役割と

責任の所在の明確化を図り、管理体制の充実に取り組んでおります。　

　当社は、業務執行の健全性や透明性を維持するため、「内部統制システムの構築に関する基本方針」

に基づいて体系化された業務分掌規程、職務権限規程、稟議決裁規程、関係会社管理規程、取締役会規

程、監査役会規程、内部監査規程等の各種規程を整備しており、常時見直しを行っております。　　　

　当社は、事業活動全般にわたって生じる様々なリスクのうち、日常的なものについてはグループ制を

取ることで情報の共有化を図りつつ個人の独断によるミスを防止する体制を取り、稟議決裁システム

によりこれを担保しております。また、経営上の意思決定に係わる重要なものについては取締役会で審

議を行っております。

ハ　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

　当社は、平成21年１月１日より適用となった財務報告に係る内部統制制度への対応として、「内部統

制システムの構築に関する基本方針」の見直しや経理規程及び内部統制関連規程の改定を実施すると

ともに、当社グループのコンプライアンスリスクに対処すべく、専従の弁護士をグループ全体の法令違

反行為に係る外部通報窓口として設置するなど、内部統制システム及びリスク管理体制の整備に努め

ております。

ニ　監査役監査、会計監査及び内部監査の状況

　当社は、監査役会設置会社であり、監査役は４名のうち３名を社外監査役としており、取締役会等重要

な会議に出席して適宜意見陳述を行い、また必要に応じて聞き取りを行う等、取締役会から独立した公

正な監査を行っております。

　会計監査については、当社は、明誠監査法人と監査契約を締結し、継続して会社法監査及び金融商品取

引法監査を受けております。平成21年12月期における監査の体制は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名 継続監査年数 所属する監査法人

指定社員
業務執行社員

武田　剛 １年

明誠監査法人

指定社員
業務執行社員

西谷　富士夫 １年

監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士以外のその他21名です。

　当社では内部監査に係る部署として監査役の直下に「内部監査室」２名を設置し、専従スタッフが監

査役の業務を補助するとともに、取締役による監査役監査及び監査法人による会計監査においては、そ
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れぞれの立場で独立性を侵害することなく監査を行い、必要に応じて監査結果等の情報の共有を図る

等、適正な監査を実現すべく相互連携に努めております。

ホ　社外取締役及び社外監査役との関係

　人的関係、資本的関係又は取引関係其の他の利害関係はありません。

ヘ　社外取締役との間の責任限定契約

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間に、同法第423条第１項に規定する社外

取締役の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。ただし、当

該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

ト　取締役の定数に関する定め

　当社は、定款で以下のとおり取締役の定数について定めております。

　当会社の取締役は10名以内とする。

チ　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる総株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う及び選任決議は、累積投票によらな

いものとする旨を定款で定めております。

リ　株主総会の特別決議要件を変更した内容およびその理由

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、定款で以下のとおり株主総会の特別決議要

件を変更しております。

　会社法第309条第2項の規定によるべき株主総会の決議は、議決権を行使することができる議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上をもって行う。

ヌ　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項およびその理由

（１）自己株式の取得

　当社は、定款で会社法第165条第２項の規定により取締役会決議によって自己の株式を取得できるこ

ととしております。これは、自己株式の取得・消却を市場の動向に応じて機動的に行うことを可能とす

るため導入したものであります。

（２）中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、取締役会の決議により毎年６月30日の

最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に、会社法第454条第５項の規定に

よる金銭の分配（中間配当という）を行うことができる旨を定款で定めております。

ル　監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に規定する

監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨

を定款に定めております。これは、監査役が職務遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるよ

うにすることを目的とするものであります。

ヲ　コーポレートガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　平成21年１月から平成21年12月までの一年間に、取締役会を18回開催し、業務執行上の必須案件の決

定や経営上の重要事項について審議を行いました。また、各監査役の監査結果について相互の意見を交

換するとともに、内部監査室及び監査法人と情報並びに意見交換を行いました。

　当社では、企業競争力強化の観点から経営判断の迅速化を図ると同時に、経営の透明性の観点から

チェック機能の充実を重要課題とし、会計監査人や監査役監査を通じた経営陣に対する監視体制を強

化してまいりました。取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事

項を決定するとともに、業務執行状況を監督する機関と位置づけております。
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 ③ 役員報酬の内容

取締役に対する報酬　　　　　　　　121,766千円(うち社外取締役 　―千円)

監査役に対する報酬　　　　　　　　 21,644千円(うち社外監査役9,450千円)

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 ─ ─ 30,000 ─

連結子会社 ─ ─ 9,000 1,000

計 ─ ─ 39,000 1,000

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。　

　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、受託業務に係る内部統制

監査によるものです。

　

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数を勘案した上で決定しております。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス(E02405)

有価証券報告書

 36/108



第５ 【経理の状況】

　１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(１) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

    なお、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則の基づいて作成しております。

　

(２) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

    なお、前事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則の基づいて

作成しております。

　

　２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年１月１日から平成

20年12月31日まで)及び当連結会計年度(平成21年１月１日から平成21年12月31日まで)の連結財務諸表並

びに前事業年度(平成20年１月１日から平成20年12月31日まで)及び当事業年度(平成21年１月１日から平

成21年12月31日まで)の財務諸表について、明誠監査法人により監査を受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス(E02405)

有価証券報告書

 37/108



１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,261,016 1,156,120

預託金 3,717,791 7,333,547

受取手形及び売掛金 194,178 203,108

営業投資有価証券 190,651 －

たな卸資産 804,096 ※１
 514,683

トレーディング商品 － 2,702,516

約定見返勘定 6,468,775 －

信用取引資産 ※２
 989,694

※２
 1,232,966

短期差入保証金 1,163,125 1,951,238

繰延税金資産 － 79,968

その他 598,604 610,491

貸倒引当金 △54,875 △178,650

流動資産合計 16,333,060 15,605,991

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 995,633 ※２
 1,117,430

減価償却累計額 ※６
 △31,293

※６
 △179,375

建物及び構築物（純額） 964,339 938,054

工具、器具及び備品 476,878 661,360

減価償却累計額 ※６
 △215,908

※６
 △348,699

工具、器具及び備品（純額） 260,970 312,661

土地 39,482 ※２
 39,482

建設仮勘定 106,261 －

その他 36,551 23,974

減価償却累計額 △10,839 ※６
 △13,664

その他（純額） 25,711 10,309

有形固定資産合計 1,396,764 1,300,507

無形固定資産

のれん 758,233 654,509

その他 182,855 156,275

無形固定資産合計 941,088 810,785

投資その他の資産

投資有価証券 ※４
 662,033

※４
 322,556

敷金及び保証金 179,551 171,829

破産更生債権等 661,117 239,571

繰延税金資産 － 3,605

長期貸付金 602,800 1,022,100

その他 123,419 6,945

貸倒引当金 △671,994 △326,021

投資その他の資産合計 1,556,927 1,440,587

固定資産合計 3,894,780 3,551,880

資産合計 20,227,840 19,157,872
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 40,014 72,306

未払金 891,023 265,471

短期借入金 29,300 ※２
 4,133,000

トレーディング商品 5,612,806 －

約定見返勘定 － 1,406,308

信用取引負債 ※２
 989,694

※２
 1,232,966

FX預り証拠金 3,447,765 7,049,310

受入保証金 243,228 163,279

未払法人税等 790,533 278,663

賞与引当金 2,649 27,604

その他 347,434 688,299

流動負債合計 12,394,450 15,317,209

固定負債

社債 5,000,000 －

退職給付引当金 24,901 25,598

役員退職慰労引当金 24,260 38,127

その他 319,182 312,158

固定負債合計 5,368,344 375,884

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※５
 5,866

※５
 1,850

特別法上の準備金合計 5,866 1,850

負債合計 17,768,661 15,694,944

純資産の部

株主資本

資本金 4,933,006 4,933,006

新株式申込証拠金 － ※７
 205,757

資本剰余金 9,798,279 9,798,279

利益剰余金 △12,003,089 △11,869,032

自己株式 △15,245 △15,352

株主資本合計 2,712,949 3,052,657

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △207,933 △233,920

為替換算調整勘定 △45,837 △25,602

評価・換算差額等合計 △253,770 △259,522

新株予約権 － 51,570

少数株主持分 － 618,221

純資産合計 2,459,179 3,462,927

負債純資産合計 20,227,840 19,157,872
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 9,976,993 7,343,457

売上原価 6,470,906 722,069

売上総利益 3,506,086 6,621,388

販売費及び一般管理費

給料及び手当 725,873 783,926

賞与 553,231 73,555

減価償却費 87,584 205,715

のれん償却額 42,343 50,611

賃借料 220,930 182,034

広告宣伝費 742,105 979,354

販売促進費 172,428 259,285

支払手数料 642,525 502,264

賞与引当金繰入額 2,649 762

退職給付費用 35,560 8,855

役員退職慰労引当金繰入額 － 19,648

株式報酬費用 － 42,570

貸倒引当金繰入額 31,542 11,190

その他 ※１
 1,184,022

※１
 1,352,225

販売費及び一般管理費合計 4,440,800 4,472,000

営業利益又は営業損失（△） △934,713 2,149,388

営業外収益

受取利息 62,869 68,630

受取配当金 234 418

その他 45,134 25,954

営業外収益合計 108,238 95,003

営業外費用

支払利息 46,189 388,915

株式交付費 10,707 17,081

有価証券売却損 － 13,600

貸倒引当金繰入額 8,020 203,292

支払手数料 17,810 2,382

持分法による投資損失 － 84,840

その他 7,154 52,902

営業外費用合計 89,882 763,015

経常利益又は経常損失（△） △916,356 1,481,377
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※２
 6,174

※２
 27

関係会社株式売却益 81,169 －

投資有価証券売却益 22,999 －

退職返還金 20,913 －

金融商品取引責任準備金戻入 － 4,016

役員退職慰労引当金戻入額 － 5,781

その他 13,370 1,949

特別利益合計 144,629 11,774

特別損失

営業投資有価証券評価損 638,349 －

固定資産除却損 ※３
 103,796

※３
 13,235

投資有価証券評価損 32,957 554,779

貸倒引当金繰入額 127,291 －

減損損失 － ※４
 151,622

持分変動損失 － 130,945

その他 109,469 13,635

特別損失合計 1,011,864 864,218

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,783,592 628,932

法人税、住民税及び事業税 781,160 441,997

法人税等調整額 △83,344 7,070

法人税等合計 697,815 449,067

少数株主利益 － 45,807

当期純利益又は当期純損失（△） △2,481,408 134,057
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,133,000 4,933,006

当期変動額

新株の発行 750,006 －

株式交換による増加 50,000 －

当期変動額合計 800,006 －

当期末残高 4,933,006 4,933,006

新株式申込証拠金

前期末残高 － －

当期変動額

新株式申込証拠金 － 205,757

当期変動額合計 － 205,757

当期末残高 － 205,757

資本剰余金

前期末残高 8,429,417 9,798,279

当期変動額

新株の発行 750,006 －

株式交換による増加 618,856 －

当期変動額合計 1,368,862 －

当期末残高 9,798,279 9,798,279

利益剰余金

前期末残高 △9,521,681 △12,003,089

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △2,481,408 134,057

当期変動額合計 △2,481,408 134,057

当期末残高 △12,003,089 △11,869,032

自己株式

前期末残高 △14,498 △15,245

当期変動額

自己株式の取得 △297 △106

当期変動額合計 △297 △106

当期末残高 △15,245 △15,352

株主資本合計

前期末残高 3,025,787 2,712,949

当期変動額

新株の発行 1,500,012 －

株式交換による増加 668,856 －

新株式申込証拠金 － 205,757

当期純利益又は当期純損失（△） △2,481,408 134,057

自己株式の取得 △297 △106

当期変動額合計 △312,837 339,707

当期末残高 2,712,949 3,052,657
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △7,612 △207,933

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△200,320 △25,987

当期変動額合計 △200,320 △25,987

当期末残高 △207,933 △233,920

為替換算調整勘定

前期末残高 － △45,837

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△45,837 20,235

当期変動額合計 △45,837 20,235

当期末残高 △45,837 △25,602

評価・換算差額等合計

前期末残高 △7,612 △253,770

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△246,158 △5,752

当期変動額合計 △246,158 △5,752

当期末残高 △253,770 △259,522

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 51,570

当期変動額合計 － 51,570

当期末残高 － 51,570

少数株主持分

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 618,221

当期変動額合計 － 618,221

当期末残高 － 618,221

純資産合計

前期末残高 3,018,175 2,459,179

当期変動額

新株の発行 1,500,012 －

株式交換による増加 668,856 －

新株式申込証拠金 － 205,757

当期純利益又は当期純損失（△） △2,481,408 134,057

自己株式の取得 △297 △106

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △246,158 664,040

当期変動額合計 △558,995 1,003,747

当期末残高 2,459,179 3,462,927
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△1,783,592 628,932

減価償却費 186,997 357,937

減損損失 － 151,622

のれん償却額 42,343 50,611

貸倒引当金の増減額（△は減少） 166,854 200,667

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,264 24,954

退職給付引当金の増減額（△は減少） △82,988 2,463

受取利息及び受取配当金 △63,104 △69,048

支払利息 46,189 388,915

為替差損益（△は益） 683 14,089

株式報酬費用 － 42,570

関係会社整理損 － 1,105

有価証券売却損益（△は益） － 2,200

たな卸資産評価損 95,262 －

固定資産除却損 103,796 13,235

固定資産売却損益（△は益） － △24

投資有価証券売却損益（△は益） △22,999 －

投資有価証券評価損益（△は益） 32,957 554,779

関係会社株式売却損益（△は益） △81,169 △413

持分変動損益（△は益） － 130,945

持分法による投資損益（△は益） － 84,840

自己投資によるファンド損益 206 －

売上債権の増減額（△は増加） 37,868 △85,317

前受金の増減額（△は減少） △25,454 6,014

営業貸付金の増減額（△は増加） 16,880 －

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 661,417 －

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,275,643 △18,763

トレーディング商品の増減額 11,460,541 △8,940,289

仕入債務の増減額（△は減少） △667,806 48,348

前渡金の増減額（△は増加） 198,872 △147

預託金の増減額（△は増加） △2,422,089 △4,901,747

短期差入保証金の増減額（△は増加） △30,694 △956,947

未払金の増減額（△は減少） 470,847 27,096

ＦＸ預り証拠金の増減額（△は減少） 1,670,743 5,013,644

預り金の増減額（△は減少） △61,816 15,193

約定見返勘定の増減額（△は増加） △12,059,389 8,459,056

特別法上の準備金の増減額（△は減少） － △4,016

受入保証金の増減額（△は減少） △132,166 △79,949

その他 425,997 △23,565

小計 3,465,093 1,138,994
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

利息及び配当金の受取額 63,562 65,988

利息の支払額 △38,471 △55,080

法人税等の支払額 △73,475 △950,234

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,416,708 199,668

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △807,061 △440,918

有形固定資産の売却による収入 223,005 －

無形固定資産の取得による支出 △95,053 △88,764

投資有価証券の売却による収入 24,100 165,456

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

158,453 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△143,850 －

関係会社株式の売却による収入 19,141 －

連結子会社株式の売却による支出 － △82,662

非連結子会社の清算による収入 － 1,894

貸付けによる支出 △1,059,881 △370,000

貸付金の回収による収入 768,560 424,505

敷金の差入による支出 － △7,698

敷金の回収による収入 － 6,213

定期預金の預入による支出 － △77,580

その他 35,017 △489,452

投資活動によるキャッシュ・フロー △877,568 △959,006

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,094,000 △200,000

長期借入金の返済による支出 △110,400 －

株式の発行による収入 1,500,012 －

新株式申込証拠金の払込による収入 － 205,757

新株予約権の発行による収入 － 9,000

自己株式の取得による支出 △297 △106

社債の償還による支出 － △667,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △704,685 △652,349

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,329 △6,022

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,824,124 △1,417,710

現金及び現金同等物の期首残高 486,978 2,311,103

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 251,849

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △66,701

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 2,311,103

※１
 1,078,540
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【継続企業の前提に関する事項】

　

　前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　  当社グループは、当連結会計年度における営業損失の

発生及び経常損失、当期純損失が継続している状態にあ

り、また、「株式会社ジャレコ2011年満期ユーロ円建転

換社債型新株予約権付社債」について、平成21年５月29

日付にて所持人の選択による繰上償還請求の可能性が

あることから、今後の資金調達等の実行について、慎重

に検討する必要が生じております。このような状況によ

り、当連結会計年度末において、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。 

　当社グループは、当該状況を解消すべく、現在当社グ

ループが行っている事業について、今後の中長期的な事

業戦略を見直す中で、ＦＸサービス運営に必要とされる

全てのリソースを提供する「総合アウトソースカンパ

ニー」たることを当社グループの事業強化戦略の基盤

に据え、金融事業におけるＦＸ事業を、将来にわたり成

長が期待でき利益貢献が見込まれる事業として当社グ

ループの中核事業に位置づけ、早期に安定した収益基盤

を構築し、業績の回復を果たすことにグループ一丸と

なって取り組んでおります。 

　金融事業におけるＦＸ事業については、「総合アウト

ソースカンパニー」化戦略の一環として、平成20年12月

11日付にて、ＦＸ事業会社の株式会社カレンシートレー

ドを完全子会社化し、平成21年４月上旬以降、「EMCOM

TRADE」のサービスブランドのもと新サービスの提供を

開始いたします。これにより、当社グループでは、パンタ

・レイ証券の「みんなのＦＸ」とカレンシートレード

の「EMCOM TRADE」という二つのブランドを駆使して、

両社で異なる特徴を持つ取引環境を提供し、より幅広い

顧客ニーズに対応することで、ＦＸ市場成長の恩恵を最

大限に享受するとともに、より一層の収益拡大を図って

まいります。 

　不動産事業については、平成20年12月期において、不動

産市況悪化の継続及び拡大により、回復の見込みが乏し

いことに起因する厳しい販売不振を踏まえて、経営資源

の選択と集中を進めております。資産再生事業及びレジ

デンシャル事業は、保有する不動産を早期売却すること

により資金化し、当該回収資金を当社グループの事業戦

略上優先順位の高い他の事業に集中投下することが有

効であると判断し、価格を大幅に引き下げた販売を行う

とともに、組織のスリム化を図っております。また、新規

案件については慎重に対応ないしは、当面見合わせるこ

とを決めております。一方、ヘルスケア事業については、

中長期的に当社グループの安定した収益基盤の貢献に

資する事業であると判断し、当社グループの不動産事業

の中心に位置づけ、平成20年11月13日付にて分社化を行

い、経営資源の最適配分が行える体制に移行しておりま

す。 

　ゲーム事業については、昨今のゲーム市場を取り巻く

競争激化、消費者のエンターテイメントに対するニーズ

の多様化、市場の縮小傾向などの要因により、厳しい経

営状態が続いておりましたが、（重要な後発

　　当社グループは、前連結会計年度において営業損失並び

に経常損失を計上し、当期純損失が継続している状態に

あったこと、また平成18年５月30日に発行いたしました

「株式会社ジャレコ2011年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債」に係る多額の借入債務（平成22年

３月30日現在の元本3,463百万円）があり、また、返済原

資の確保に不確定な要素があることから、当社グループ

には継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しております。

　　そこで当社グループは、当該状況の解消または改善に向

けて、①事業の選択と集中、②財務戦略による資金調達

の２つを大きな柱とした、早期での財務基盤、収益基盤

の安定化に向けた施策について全社一丸となって取り

組んでおります。

（事業の選択と集中）

　　当社グループでは、当該状況を抜本的に解消すべく、前

連結会計年度より継続企業として長期的な成長軌道の

確保と安定的なキャッシュ・フロー創出の実現を目指

して、抜本的な事業構造の改革並びに新たな収益構造の

転換に向けて、不採算事業であった不動産開発事業や

ゲーム事業からの撤退を断行する一方、それまで金融事

業のブランドであった『ＥＭＣＯＭ』へのビジネスブ

ランド統一を図る一環として、平成21年４月１日付けに

て「ＥＭＣＯＭホールディングス」に商号を変更する

など、金融事業におけるＦＸ事業をグループ事業の中核

に据え、“ＦＸサービスの運営に必要とされる全てのリ

ソースを提供する「総合アウトソースカンパニー」”

として、グループ内のノウハウ並びにリソースを最大限

に活用した新たな事業モデルの構築に注力し収益構造

の転換を図ってまいりました。

　　その結果、当社子会社である株式会社EMCOM証券が提供

するＦＸサービスの「みんなのＦＸ」は、当社グループ

各社が保有する金融システムの開発力、金融コンサル

ティング能力や専任人材をリソースに、ユーザーニーズ

を捉えた機動的かつスピーディな機能拡充とサービス

追加を実施するともに、同サービスの効率的な運用、安

定的に収益を確保するための事業採算面における支援

を行うことで、売上高、取引高、預り証拠金ともに急速な

拡大を実現しております。

　また、当社グループでは、次のフェーズとして、翌連結

会計年度以降も持続的な事業成長を実現するため、当社

グループの最大の強みである金融システムの開発力並

びに、コンサルティング力を中心に据え、“多様な金融

サービス全般における「総合アウトソースカンパ

ニー」”としての事業成長を志向し、ＦＸ事業について

は効率的な運用と安定的な収益確保という事業採算面

における支援に特化する体制を強化し、ＦＸシステムの

レベニューシェア型ＡＳＰ事業に注力する一方、くりっ

く365、ＣＦＤや日経225など、多種多様な金融サービス

アプリケーションの研究・開発に着手しております。く

りっく365については平成22年１月18日よりサービス提

供を開始するなど順調に進展して
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　 前連結会計年度

(自　平成20年１月１日

  至　平成20年12月31日)

　 当連結会計年度

(自　平成21年１月１日

  至　平成21年12月31日)

　事象）１．に記載のとおり、当社グループは、採算化が困

難なゲーム事業から撤退することとし、平成21年１月15

日付にて株式会社ジャレコの全株式を譲渡しておりま

す。

　このように、当社グループでは既存事業の選択と集中

により、筋肉質な事業基盤の構築と収益規模の拡大に向

けて邁進しております。一方、機動的な資本政策や将来

における事業規模の拡大に備えた資金調達等の方法に

ついて、継続的に検討をしております。

　上記の計画を確実に実行することにより、継続企業の

前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断して

おります。

　連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。

おります。

　さらに、今後大きな成長が期待できる中国及びアジア

市場への本格的な進出の足がかりとして、これまでのオ

フショア開発の豊富なノウハウを活用し、新たなシステ

ム開発拠点として中国江蘇省無錫市の濱湖区太湖新城

科教産業園（Ｋ－ＰＡＲＫ）において、ハイクオリティ

かつロープライスなソフトウェアのアウトソーシング

事業を展開する合弁会社を平成22年５月下旬に操業予

定であり、収益機会の拡大と多様化に向けた取り組みに

も着手するなど、将来における事業規模・収益機会の拡

大にも積極的に努めてまいりました。

　不動産事業については、ヘルスケア事業を中心に仲介

事業との２本の柱で構成されており、経営資源の最適配

分により、不動産事業全体で収益基盤の安定化に引き続

き注力しております。

（財務戦略による資金調達）

　当社グループは、平成18年５月30日に発行いたしまし

た「株式会社ジャレコ2011年満期ユーロ円建転換社債

型新株予約権付社債」（以下、「本新株予約権付社債」

という。）について、平成21年４月30日付にて、平成21年

５月29日を償還日とする繰上償還請求に係る事前通知

を社債権者より受領したことから、平成21年５月29日付

にて、繰上償還に係る対象額面金額の一部である667百

万円について繰上償還を実施するとともに、未償還分で

ある4,333百万円(平成22年３月30日現在の元本3,463百

万円）については平成21年６月29日を返済期限とする

準消費貸借契約を締結いたしました。その後、平成21年

７月６日付にて、平成21年７月17日を返済期限とする準

消費貸借契約の修正契約を締結いたしましたが、期限内

に返済を実行するには至らず、借入債務の返済を延滞す

る事態が生じておりました。

　このことから、当社グループでは、新規資金調達の可能

性について慎重に検討した結果、平成21年10月５日付で

行使総額900百万円（発行時点）の第３回新株予約権

（第三者割当）の発行並びに発行総額4,562百万円とな

る株主割当による新株式発行を決定いたしました。

　しかしながら、これにより発行した新株予約権につき

ましては株価や出来高等の動向からこれまで一度も行

使がなされておらず、また、株主割当増資につきまして

は、発行総額を大きく下回る205百万円の資金調達に

留っており、借入債務の全額返済に必要となる資金確保

には至っておりませんでした。

　その後、当社グループでは、自己資金等により平成21年

12月29日に借入債務の一部である200百万円を返済する

一方、債権者との間では契約諸条件等の見直しについて

の協議を継続してまいりました。その結果、平成22年３

月17日に債権者との間で最終返済日を平成22年８月15

日とする返済に関する合意書を締結するに至り、同日付

けにて借入金の一部として総額670百万円の返済手続き

を行いました（平成22年３月30日現在の借入債務残高

3,463百万円）。
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　 前連結会計年度

(自　平成20年１月１日

  至　平成20年12月31日)

　 当連結会計年度

(自　平成21年１月１日

  至　平成21年12月31日)

　 　これにより、延滞は解消となりましたが、当社では、引

き続き完済に向けた返済原資の確保が必要な状況にあ

ります。そこで、必要資金の全額が早期に確保出来るよ

う、自己資金等の確保に加え、資金調達の早期実現を目

指してまいります。

　当社グループでは、上記の施策を確実に実行し、債務を

完済することで、継続企業の前提に関する重要な疑義を

解消できるものと判断しておりますが、これらの計画及

び施策は実施途上にあり、現時点では継続企業に関する

重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を当連結財務諸表

には反映しておりません。

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１．連結の範囲に関する事

項

(1) 連結子会社の数　 15社

日本中央地所㈱

㈱パンタ・レイ証券

㈱カレンシートレード

EMCOM㈱

㈱EMCOM CONSULTING 

(㈱FONOXは平成20年９月１日付で商号を

㈱EMCOM CONSULTINGに変更しておりま

す。)

㈱EMCOM FINANCIAL

英科睦軟件技術(大連)有限公司 

（恒睿軟件開発(大連)有限公司は平成20

年９月16日付で商号を英科睦軟件技術

(大連)有限公司に変更しております。)

英科睦餐飲服務(大連)有限公司 

(空海餐飲(大連)有限公司は平成20年10

月31日付で商号を英科睦餐飲服務(大連)

有限公司に変更しております。)

㈱ジャレコ

日本中央地所アセットマネジメント㈱

㈱EMCOMヘルスケア

(JPIコンサルタンツ㈱は平成20年11月13

日付で商号を㈱EMCOMヘルスケアに変更

しております。)

㈱ジェクール

四阿興産㈱

アジアエンターテイメント投資組合

匿名組合FFBC Investment

　なお、当連結会計年度中に㈱ジェクール

の全所有株式を売却し、匿名組合FFBC

Investmentは解散しております。

(1) 連結子会社の数　 14社

㈱EMCOMリアルティ

㈱EMCOM証券

㈱EMCOM TRADE

EMCOM㈱

㈱EMCOM CONSULTING

㈱EMCOM FINANCIAL

英科睦軟件技術(大連)有限公司

英科睦餐飲服務(大連)有限公司

日本中央地所アセットマネジメント㈱

㈱EMCOMヘルスケア

アジアエンターテイメント投資組合

英極軟件開発(大連)有限公司

大連英極通信服務有限公司

大連英極計算機職業育成学校

　なお、前連結会計年度において連結子会

社であった㈱ジャレコ、日本中央地所ア

セットマネジメント㈱は、当連結会計年

度中に全株式を売却したため、㈱EMCOM

TRADE(㈱カレンシートレードは平成21年

３月１日付で商号を㈱EMCOM TRADEに変

更しております。)は、当連結会計年度に

おいて第三者割当有償増資により持分比

率が減少したため、連結の範囲から除い

ております。ただし㈱ジャレコについて

は、当連結会計年度の期首より連結範囲

から除外しており、㈱EMCOM TRADEに関し

ましては、連結の範囲から除くまでの期

間に係る損益については、連結財務諸表

に含めております。

  また、四阿興産㈱に関しましては、重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度

の期首より連結の範囲から除外しており

ます。
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　 (2) 新規連結会社　　 ６社

EMCOM㈱、㈱EMCOM CONSULTING及び英科睦

軟件技術(大連)有限公司は、EMCOM㈱との

株式交換により、英科睦餐飲服務(大連)

有限公司は㈱エイエスピーとの代物弁済

により、㈱EMCOM FINANCIAL及び㈱カレン

シートレードは株式取得により当連結会

計年度から連結範囲に加えております。

(2) 新規連結会社　　 　３社

英極軟件開発(大連)有限公司、大連英極

通信服務有限公司及び大連英極計算機職

業育成学校は、自己の計算において所有

している議決権と緊密な者及び同意して

いる者が所有している議決権とを合わせ

た場合(自己の計算において議決権を所

有していない場合を含む。)に他の会社等

の議決権の過半数を占めている会社に該

当することになったため当連結会計年度

から連結範囲に加えております。

　

(3) 非連結子会社

　㈱ジャレコファンドＳＰＣ　

　㈲ＴＪホールディング

　㈲Ｊコンサルティング(㈲Ｊコンサル

ティングは平成20年11月21日付の臨時

株主総会において解散及び清算を決議

し、現在清算手続き中であります。)

連結の範囲から除いた理由

　上記非連結子会社は小規模であり合

計の総資産、売上高、純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

(3) 非連結子会社

  四阿興産㈱

 

 

 

連結の範囲から除いた理由

　　　　　   同左

 

 

 

２．持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社はあ

りません。

(1) 　　　　　 同左

　 (2) 持分法を適用した関連会社はありま

せん。

　なお、前連結会計年度末において、当

社のハナマサ株式の保有割合は

16.09％となり、同社の経営に影響を与

えていないことから、当連結会計年度

より持分法の適用対象から除外してお

ります。

　また、当連結会計年度中に全所有株式

を売却しております。

(2) 持分法適用関連会社の数　－社

　なお、㈱EMCOM TRADEは、第三者割当有

償増資により当連結会計年度より持分

法適用関連会社になっておりました

が、持分の全てを売却したことに伴い、

持分法の適用対象から除外しておりま

す。

　 (3) 持分法を適用しない関連会社の名称

タキオン野心満々ＧＰ投資事業有限責

任組合

FFBC Investment Health & Beauty

Fund 第１号

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損

益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除外しており

ます。

(3)　　　　　　同左
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項目
　　前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

３．連結子会社の事業年度

に関する事項

　　連結子会社の決算日は、㈱パンタ・レ

イ証券及び㈱カレンシートレード(決

算日３月31日)を除き、連結決算日と一

致しております。なお、連結財務諸表作

成にあたり㈱パンタ・レイ証券及び㈱

カレンシートレードは連結決算日を

もって正規の決算に準じた仮決算を

行っております。

　　連結子会社の決算日は、㈱EMCOM証券

（決算日３月31日）を除き、連結決算

日と一致しております。なお、連結財務

諸表作成にあたり㈱EMCOM証券は連結

決算日をもって正規の決算に準じた仮

決算を行っております。

４．会計処理基準に関する

事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　(営業投資有価証券を含む）

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

　　　 その他有価証券

 

　         時価のあるもの

　　      連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)

        時価のないもの

　        移動平均法による原価法

ただし匿名組合出資等は個別

法によっており、詳細は「４

（７）匿名組合出資金等の会

計処理」に記載しておりま

す。

   ②　たな卸資産

　　(1) 販売用不動産及び仕掛土地建物

　個別法による原価法によっており

ます。

(2) その他

　主に移動平均法による原価法に

よっております。

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

   ③　デリバティブ

        時価法によっております。

       時価のあるもの

                同左

 

 

 

　      時価のないもの

                同左

 

 

 

　②　たな卸資産

ア．通常の販売目的で保有するたな

卸資産

　評価基準は原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によってお

ります。

イ．販売用不動産及び仕掛土地建物

　　個別法

ウ．その他

　　主に移動平均法

(会計方針の変更)

　　当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表

分)を適用し評価基準については、原

価法から原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法)に変更してお

ります。なお、この変更により損益及

びセグメントに与える影響は軽微で

あります。

  ③　デリバティブ

同左

　

EDINET提出書類

株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス(E02405)

有価証券報告書

 50/108



　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

　

 

 

 

 

 

 

 
　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

　①　有形固定資産

　　　定率法によっております。

但し、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備は除く)につい

ては、定額法によっております。ま

た、在外連結子会社は定額法によっ

ております。

　主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

　建物　　　　　   ３～50年

　工具器具備品　　 ３～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

　①　有形固定資産(リース資産を除く)

　　　定率法によっております。

但し、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備は除く)につい

ては、定額法によっております。ま

た、在外連結子会社は定額法によっ

ております。

　主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

　建物　　　　　   ３～50年

　工具器具備品　　 ３～15年

 

　

（追加情報）

       法人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。なお、この変

更により損益に与える影響は軽微で

あります。

　②　無形固定資産
　定額法によっております。
　但し、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
に基づく定額法によっております。

  ③　         ───

 

 

 

 

 

 

 

  ②　無形固定資産
　                同左
 

 
 
  ③　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引
に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。
平成20年12月31日以前に契約をした所有
権移転外ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた処理によっております。

　
(3) 重要な繰延資産の処理方法 

　　　株式交付費は支出時に全額費用とし

て処理しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

同左

　 (4) 重要な引当金及び準備金の計上基準(4) 重要な引当金及び準備金の計上基準

　

　①　貸倒引当金                 

　　 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　①　貸倒引当金                 

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

　 　②　賞与引当金

　　　従業員に対する賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計上して

おります。

  ②　賞与引当金

同左

　 　③　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計

上しております。

　③　退職給付引当金

同左

　 　④　役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を引当計上しております。

　④　役員退職慰労引当金

同左

　 　⑤　役員賞与引当金
　　　役員に対して支給する賞与に備える
ため、支給見込額を計上しておりま
す。

  ⑤　役員賞与引当金

                 同左
 
 

　

　⑥　金融商品取引責任準備金

　　　一部の連結子会社では、証券事故によ

る損失に備えるため、金融商品取引

法第46条の５の規定に基づき「金融

商品取引業等に関する内閣府令」第

175条に定めるところにより算出し

た額を計上しております。

(追加情報)

　前連結会計年度末に金融商品取引法

附則第40条に基づく旧証券取引法第51

条の規定により計上しておりました

「証券取引責任準備金」は、金融商品

取引法の施行に伴い、当連結会計年度

より、金融商品取引法第46条の５の規

定に基づき「金融商品取引責任準備

金」に変更しております。

　⑥　金融商品取引責任準備金

　　　一部の連結子会社では、証券事故によ

る損失に備えるため、金融商品取引

法第46条の５の規定に基づき「金融

商品取引業等に関する内閣府令」第

175条に定めるところにより算出し

た額を計上しております。

 

　 (5) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

───

 
 

 
 

　 (6) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。なお、控除

対象外消費税等は、期間費用としてお

ります。

(6) 消費税等の会計処理

同左

　 (7) 連結納税制度の適用

　　───

(7) 連結納税制度の適用

  当連結会計年度から連結納税制度を

適用しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

　 (8) 匿名組合出資金等の会計処理

　　匿名組合出資等を行うに際して、匿名

組合等の財産の持分相当額を「投資有

価証券」として計上しております。

　匿名組合が獲得した純損益の持分相

当額については、「売上高」または

「売上原価」に計上するとともに同額

を「投資有価証券」に加減し、営業者

からの出資金の払い戻しについては

「投資有価証券」を減額させておりま

す。

(8) 匿名組合出資金等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項

　のれん及び負ののれんは、20年間で均等

償却しております。ただし、金額が僅少な

場合は、発生年度にその全額を償却して

おります。

同左

７．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到

来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっ

ております。

同左

８．顧客を相手方とする外

国為替証拠金取引の会

計処理

　顧客からの注文により成立する外国為

替証拠金取引については、取引に係る決

済損益および評価損益を約定日基準にて

「売上高」として計上しております。ま

た、顧客からの預かり資産は、金融商品取

引法第43条の３第１項の規定により自己

の資産と区分して管理することが義務づ

けられておりますが、その具体的方法と

しては、金融商品取引業等に関する内閣

府令第143条第１項第１号に定める金融

機関への預金、および同３号に定めるカ

バー取引相手方への預託による方法を原

則としております。

同左

EDINET提出書類

株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス(E02405)

有価証券報告書

 53/108



項目
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

９．カウンターパーティを

相手とする外国為替証

拠金取引の会計処理

　連結子会社からカバー取引により成立

する外国為替証拠金取引につきまして

は、金融商品取引業等に関する内閣府令

第172条第２項に定める一般に公正妥当

と認められる企業会計の慣行に従う会計

処理として、「トレーディング商品」と

して会計処理しております。具体的には、

全ての取引を約定日基準にて「トレー

ディング商品」及び「約定見返勘定」と

して計上し、損益につきましては、約定日

基準にて「売上高」で計上しておりま

す。また、カウンターパーティを相手方と

する外国為替証拠金取引は毎営業日ロー

ルオーバー(ポジションの決済及びポジ

ション持ち越しのための新規建て直し)

されておりますので、評価損益は実質的

には当連結会計年度末におけるロール

オーバーによる新規建値と時価の差額を

もって算定し、同様に「売上高」として

計上しております。

同左

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

─── （リース取引に関する会計基準等）

　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業

会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最

終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16

号）を当連結会計年度から適用し、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上して

います。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用して

います。

　この変更による損益及びセグメント情報に与える影響

は軽微であります。

 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱いの適用)

　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年

５月17日　実務対応報告第18号）を当連結会計年度から

適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　この変更による損益及びセグメント情報に与える影響

は軽微であります。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

（連結貸借対照表）

１. 連結財務諸表規則の改正により、前連結会計年度にお

いて「破産債権、更生債権、その他これらに準ずる債

権」に該当するものとして表示していた「固定化営業

債権」を当連結会計年度においては、「破産更生債権

等」に変更して表示しております。

２．前連結会計年度まで独立表示しておりました「前渡

金」（当連結会計年度は601千円）は、金額が僅少と

なったため、流動資産の「その他」に含めて表示してお

ります。

３．前連結会計年度まで「買掛金・営業未払金」に含め

て表示しておりました営業未払金（当連結会計年度は

7,730千円）は、金額が僅少となったため、買掛金に含め

て表示しております。

（連結損益計算書）

１. 前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「賞与」は、当連結会

計年度において、販売費及び一般管理費の100分の10を

超えたため独立表示しました。なお、前連結会計年度の

「賞与」は19,429千円であります。

───
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

　１．　　　　　　　　 ───

 
 
※２．担保に供している資産及び担保を付している債務 
　　
　 (1) 担保に供している資産　

───
 

 
　 (2) 担保を付している債務

信用取引負債 935,023千円

計 935,023千円
 

　　　上記のほか、信用取引の担保として信用取引の受入保
証金代用有価証券376,903千円を差入れております。

 

　 (3) 差し入れている有価証券の時価額
 
 

信用取引貸証券 67,247千円
信用取引借入金の本担保証券 889,075千円
差入保証金代用有価証券 376,903千円

 

　 (4) 差し入れを受けている有価証券の時価額
 

信用取引借証券 67,247千円

信用取引貸付金の本担保証券 889,075千円

受入証拠金代用有価証券 8,886千円

受入保証金代用有価証券 668,593千円
 

※１．たな卸資産の内訳
　　　販売用不動産　　　　　  35,546千円
　　　仕掛品　　　　　　 　　479,137千円
 
※２．担保に供している資産及び担保を付している債務
　 (1) 担保に供している資産　

建物 911,789千円

土地 39,482千円

関係会社株式 1,618,856千円

計 2,570,127千円

 　(2) 担保を付している債務

短期借入金 4,133,000千円

信用取引負債 1,212,893千円

計 5,345,893千円
 

　　　上記のほか、信用取引の担保として信用取引の受入保
証金代用有価証券776,710千円を差入れております。

 

　 (3) 差し入れている有価証券の時価額
 

信用取引貸証券 23,780千円
信用取引借入金の本担保証券 1,176,012千円
差入保証金代用有価証券 560,556千円

 

　 (4) 差し入れを受けている有価証券の時価額
 

信用取引借証券 23,780千円

信用取引貸付金の本担保証券 1,176,012千円

受入証拠金代用有価証券 7,774千円

受入保証金代用有価証券 776,710千円

　３．偶発債務

　　　連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借入金
に対し、以下のとおり債務保証を行っております。

医療法人社団友好会 10,000千円

　３．

　                     ───

 

※４．非連結子会社及び関連会社の株式の額は、以下の

とおりであります。

関連会社株式 
非連結子会社株式

91,190千円
3,000千円

※４．非連結子会社及び関連会社の株式の額は、以下の

とおりであります。

関連会社株式
非連結子会社株式

91,473千円
0千円

※５．特別法上の準備金

　　　特別法上の準備金を規定した法令の条項は、以下のと

おりであります。 

　　　金融商品取引責任準備金 

　　　　　金融商品取引法第46条の５

※５．特別法上の準備金

　　　特別法上の準備金を規定した法令の条項は、以下のと

おりであります。

　　　金融商品取引責任準備金

　　　　　金融商品取引法第46条の５

 

※６．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。

 
  ７．　　　　　　　　───
 

 

※６．　　　　　　　　 同左

 

 
※７．新株申込証拠金

新株の発行
資本金増加の日
資本準備金に組入
予定の金額

22,855,050株
平成22年1月14日

91,420千円
 

 

　

EDINET提出書類

株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス(E02405)

有価証券報告書

 56/108



(連結損益計算書関係)

　
当連結会計年度

(自　平成20年１月１日
  至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
  至　平成21年12月31日)

※１．研究開発費の総額

　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであり
ます。なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ
ん。

研究開発費の総額 137,706千円

計 137,706千円

 

※１．研究開発費の総額

　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであり
ます。なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ
ん。

研究開発費の総額 213,247千円

計 213,247千円

※２．固定資産売却益の内容は、以下のとおりでありま

す。

 

工具器具備品 6,174千円

計 6,174千円

※２．固定資産売却益の内容は、以下のとおりでありま

す。

 

工具器具備品 27千円

計 27千円

 

※３．固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。

建物 9,144千円

工具器具備品 14,708千円

車両運搬具 428千円

ソフトウェア 398千円

ライセンス 79,115千円

計 103,796千円

 

※３．固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。

建物 2,297千円

工具器具備品 3,957千円

ソフトウェア 6,979千円

計 13,235千円

　４．                  ──── ※４．減損損失

　以下の資産グループについて減損損失を計上しており
ます。
　場　所 用　途 　種　類 　　金　額
中国大連市 飲食用 たな卸資産   7,824千円
 資産 建物  98,978千円
  車両運搬具  505千円
　  工具器具備品  4,600千円
　  ソフトウェア  1,247千円
　  長期前払費用  　38,466千円
　 合　計 　 151,622千円
  当社は、事業のセグメントにおけるカテゴリーごとに
資産をグルーピングし金融事業の飲食用資産の著しい収
益力低下から、特別損失に減損損失を計上しております。
なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により
測定しており、累積損失を解消するに至るまでの回復を
見込むことは困難であり、回収可能性を見込めないため、
帳簿価額を備忘価額を残して減損しております。

(連結株主資本等変動計算書関係)

　

前連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 139,710,269113,748,000 ─ 253,458,269
　

 　　　　(変動事由の概要) 

　　　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　第三者割当増資による増加　78,948,000株

　　　　　株式交換による増加　　　　34,800,000株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 84,631 14,994 ─ 99,625
　

 (変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　14,994株
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３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 253,458,269 ─ ─ 253,458,269

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 99,625 6,754 ─ 106,379

 (変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　6,754株

　

３　新株予約権等に関する事項

 

区分

 

新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結
会計年度

末残高

（千円）

前連結会計年

度末

当連結

会計年度増加

(注１)

当連結
会計年度

減少

(注２)

当連結
会計

年度末

 

 

提出
会社

平成21年12月期
第１回新株予約権

 

普通株式
 

 

―
 

 

9,874,000

 

114,000

 

9,760,00042,310

平成21年12月期
第２回新株予約権

 

普通株式
 

 

―
 

 

60,000

 

―
 

 

60,000 260

平成21年12月期
第３回新株予約権

 
普通株式
 

 

―

 

50,000,000

 

―

 

50,000,0009,000

合計 ― 59,934,000114,00059,820,00051,570

(注) １　平成21年12月期第１回、第２回、第３回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるもの

　　　　 であります。

　　 ２　平成21年12月期第１回の当連結会計年度減少は、新株予約権合計114個を平成21年12月28日付けで無償取得　　

　　　　 し、同日、これを消却したことによるものであります。
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４　配当に関する事項

該当事項はありません。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金
有価証券

2,261,016千円
50,086千円

現金及び現金同等物の期末残高 2,311,103千円

　２．当連結会計年度に、EMCOM㈱を株式交換により当社
の完全子会社としました。株式交換により発行した
株式の発行価額は、668,856千円であります。

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金
預入期間３か月超の定期預金

1,156,120千円
△77,580千円

現金及び現金同等物の期末残高 1,078,540千円

　２．重要な非資金取引の内容
　    当連結会計年度に新株予約権付社債の一部繰上償
還の実施並びに準消費貸借契約をおこなったことに
よる借入金の増加額と社債の減少額との関係は次の
とおりであります。
準消費貸借契約をおこなったこ
とによる借入金増加額

4,333,000千円

準消費貸借契約をおこなったこ
とによる社債減少額

4,333,000千円

　

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

　 (千円) (千円) (千円)

器具備品 39,61221,47918,133

ソフトウェア 35,58427,8747,710

合計 75,19649,35325,843

 

１. リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

　　(借主側)

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

　 (千円) (千円) (千円)

器具備品 39,61234,2355,377

ソフトウェア 35,58434,991 593

合計 75,19669,2265,970

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 19,872千円

１年超 5,970千円

合計 25,843千円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

 

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,578千円

１年超 392千円

合計 5,970千円

    なお、経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 19,682千円

減価償却費相当額 19,682千円

 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 19,368千円

減価償却費相当額 19,368千円

④減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっております。

 

④減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっております。　　　

 
⑤減損損失について

　　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

⑤減損損失について

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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(有価証券関係)

 前連結会計年度（平成20年12月31日）

１. その他有価証券で時価のあるもの
　

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

①　株式 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

①　株式 36,000 24,600 11,400

小計 36,000 24,600 11,400

合計 36,000 24,600 11,400

　

　
２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）
　

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

46,068 22,999 ─

　

３．時価評価されていない有価証券
　

内容

当連結会計年度
(平成20年12月31日現在)
連結貸借対照表計上額

(千円)

(1) その他有価証券 　

　営業投資有価証券に属するもの 　

　　非上場株式 166,051

　投資有価証券に属するもの 　

　　関係会社株式 94,190

　　非上場株式 9,602

　　その他 558,240

計 828,085
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 当連結会計年度（平成21年12月31日）

１. その他有価証券で時価のあるもの
　

　該当事項ありません。

　
２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

215,572 ― 400

　

３．時価評価されていない有価証券
　

内容

当連結会計年度
(平成21年12月31日現在)
連結貸借対照表計上額

(千円)

(1) その他有価証券 　

　投資有価証券に属するもの 　

　　関係会社株式 91,473

　　その他 231,083

計 322,556
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(デリバティブ取引関係)

１.取引の状況に関する事項

　

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１.取引の内容及び利用目的 １.取引の内容及び利用目的

　　連結子会社は、事業目的として顧客との相対取引によ

り外国為替証拠金取引を行うほか、顧客との取引によ

り生じるリスクをヘッジするためにカウンターパー

ティとの相対取引により外国為替証拠金取引を行って

おります。

同左

２.取引に対する取組方針 ２.取引に対する取組方針

　　顧客との相対取引による外国為替証拠金取引は、連結

子会社の配信する為替レートに対するインターネット

を経由した注文の受付・受諾により成立します。これ

により生じる為替変動リスクをヘッジするため、リス

ク管理規程に基づきカウンターパーティに対してカ

バー取引を実施し、連結子会社全体の為替ポジション

の偏りを通貨ペア毎に毎日ゼロとするよう管理してお

ります。

 ３.取引に係るリスクの内容

　　顧客との外国為替証拠金取引においては、為替相場の

急激な変動等の要因により顧客が証拠金の金額を超え

る損失を蒙る可能性があり、この場合顧客に対する金

銭債権が生じることに伴う信用リスクが発生いたしま

す。一方、カウンターパーティとの外国為替証拠金取引

においては、連結子会社の行うカバー取引の実行及び

決済等の履行に係る信用リスクを有しております。

　また、連結子会社は、顧客との外国為替証拠金取引に

より生じる為替変動リスクをカバー取引によりヘッジ

することを為替ポジション管理の基本方針としており

ますが、カバー取引の管理に不備がある場合、為替変動

リスクのヘッジが意図どおり行われないリスクを有し

ております。

 ４.リスク管理体制

  　顧客の信用リスクに対しては、顧客の損失が証拠金に

対して一定の比率を超えると未決済ポジションを自動

的に成り行き決済する自動ロスカット制度を採用する

ことにより信用リスクが生じる可能性の低減を図って

おります。カウンターパーティの信用リスクに対して

は、一定の格付けを有する等の基準によりカウンター

パーティを慎重に選定するとともに、信用状況等の変

化の有無について管理を行っております。更にカウン

ターパーティを複数選定することにより、信用リスク

の分散を図っております。

　また、カバー取引の実施にあたっては、取引の結果生

じる為替ポジション及び売買損益について、管理部門

におけるチェックに加え、管理部門から独立した検査

部により日々チェックを行う体制となっております。

またカウンターパーティとの相対取引による売買損益

差金決済や残高確認も管理部門において実施してお

り、取引の内容についても二重のチェックが実施され

ております。

同左

 

 

 

 

３.取引に係るリスクの内容

同左

 

 

 

 

 

 

 

 
 

４.リスク管理体制

同左
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２.デリバティブ取引の時価等に関する事項

  前連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

対象物の種類 取引の種類

当連結会計年度末(平成20年12月31日)

契約額等
(千円)

契約額等
のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

　  外国為替証拠金取引 　 　 　 　

　 　　売建 8,255,085 ─ 8,265,097△10,012

　　通貨 　 　 　 　 　

　 　　買建 1,907,701 ─ 1,922,134 14,432

　 　 　 　 　 　

合計 　 ─ ─ ─ 4,420

(注) 時価の算定方法　当連結会計年度末の直物為替相場により算定しております。

　

当連結会計年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

対象物の種類 取引の種類

当連結会計年度末(平成21年12月31日)

契約額等
(千円)

契約額等
のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

　  外国為替証拠金取引 　 　 　 　

　 　　売建 2,250,219 ― 2,253,388 △3,169

　　通貨 　 　 　 　 　

　 　　買建 4,015,690 ― 4,058,947 43,256

　 　 　 　 　 　

合計 　 ― ― ― 40,087

(注) 時価の算定方法　当連結会計年度末の直物為替相場により算定しております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

　　親会社及び一部の子会社は、確定給付型の制度として、

厚生年金基金制度、退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合があります。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項(平成20年３月

　31日現在)

    年金資産の額　　　　　　　　　145,958百万円

　　年金財政計算上の給付債務の額　140,968百万円

　　差引額　　　　　　　　　　　　　4,989百万円

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金加入員　   

数割合(基準日 平成20年12月31日)

　　                                  　  0.10%

(3) 補足説明

　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間　20

年の元利均等償却であり、当社グループは、当期の連

結財務諸表上費用処理しております。

　なお、上記(2) の割合は当社グループの実際の負担

割合とは一致しません。

１．採用している退職給付制度の概要

　　親会社及び一部の子会社は、確定給付型の制度として、

厚生年金基金制度、退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合があります。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項(平成21年３月

　31日現在)

    年金資産の額　　　　　　　　　153,865百万円

　　年金財政計算上の給付債務の額　184,805百万円

　　差引額　　　　　　　　　　　 △30,940百万円

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金加入員数

　割合(基準日 平成21年３月31日)

　　                                  　  0.23%

(3) 補足説明

　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間　20

年の元利均等償却であり、当社グループは、当期の連

結財務諸表上費用処理しております。

　なお、上記(2) の割合は当社グループの実際の負担

割合とは一致しません。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 24,901千円

退職給付引当金 24,901千円

　　(注)厚生年金基金制度は総合設立型基金であるため上

記に含まれておりません。なお、制度の加入人数

による基金の年金資産に占める当社グループの

持分相当額は130,522千円あります。 

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 25,598千円

退職給付引当金 25,598千円

　　(注)厚生年金基金制度は総合設立型基金であるため上

記に含まれておりません。なお、制度の加入人数

による基金の年金資産に占める当社グループの

持分相当額は231,481千円あります。

３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用 35,560千円

　　(注)厚生年金基金への拠出額2,372千円が含まれてお

ります。

３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用 12,139千円

　　(注)厚生年金基金への拠出額3,284千円が含まれてお

ります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　簡便法を採用しております。

　　割引率、期待運用収益率、退職給付見込額の期間配分方

法については該当事項がありません。

(追加情報）

　 当連結会計年度より、 「『退職給付に係る基準』の一

部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19年５

月15日）を適用しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　簡便法を採用しております。

　　割引率、期待運用収益率、退職給付見込額の期間配分方

法については該当事項がありません。

 

　

次へ
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内訳
　

 会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月19日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員１名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　222,000株

付与日 平成18年１月23日

権利確定条件
付与日（平成18年１月23日）から行使日まで勤務している
こと

対象勤務期間 平成18年１月23日～平成27年７月31日

権利行使期間 平成20年１月１日～平成27年７月31日

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

 会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月19日

権利確定前 　

　期首(株) 666,000

　付与(株) ─

　失効(株) 444,000

　権利確定(株) ─

　未確定残(株) 222,000

　

②単価情報

 会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月19日

権利行使価格(円) 278

行使時平均株価(円) ─

付与日における公正な
評価単価（円）

─
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当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１　当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　42,570千円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内訳
　

 
　　平成17年12月期
　 第３回新株予約権

　  平成21年12月期
　 第１回新株予約権

    平成21年12月期 
   第２回新株予約権

 会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年８月19日 平成21年４月16日 平成21年４月27日

付与対象者の区分及び
人数(名)（注２）

当社従業員１名

当社取締役５名
当社監査役４名
当社従業員24名
当社子会社の取締役５名
当社子会社の監査役２名
当社子会社の従業員94名

当社子会社の取締役２名

株式の種類及び付与数
(株)（注１・２）

普通株式　222,000株 普通株式　9,874,000株普通株式　60,000株

付与日 平成18年１月23日 平成21年４月27日 平成21年４月27日

権利確定条件
付与日（平成18年１月23
日）から行使日まで勤務し
ていること（注３）

権利行使時において、当社
の役員または従業員であ
ること。（注３）

権利行使時において、当社
の役員または従業員であ
ること。（注３）

対象勤務期間
平成18年１月23日～
平成27年７月31日

対象勤務期間の定めは
ありません。

対象勤務期間の定めは
ありません。

権利行使期間
自 平成20年１月１日～
   平成27年７月31日

自 平成23年５月１日
   平成28年４月30日

自 平成23年５月１日
   平成28年４月30日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

      ２．ストック・オプション付与日以降に、従業員の退職等によりストック・オプション数に減少が生じてい

　ますが、付与対象者の区分及び人数並びに付与数については平成21年期首、または、平成21年付与日に

　おける状況を記載しております。

      ３．ただし、当社の新株予約権割当契約に定める特例条件に該当する場合はこの限りではありません。

　
(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

 
　　 平成17年12月期
　  第３回新株予約権

　  平成21年12月期
 　第１回新株予約権

    平成21年12月期 
   第２回新株予約権

 会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年８月19日 平成21年４月16日 平成21年４月27日

権利確定前 　 　 　

　期首（株） 222,000　 　

　付与（株） ─ 9,874,000 60,000

　失効（株） 222,000（注）１ 114,000 ―

　権利確定（株） ─ ─ ―

　未確定残（株） ─ 9,760,000 60,000

（注）１．平成21年３月31日に、付与数を全部放棄しております。
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②単価情報

 
　　　平成17年12月期　 
　　第３回新株予約権

　　平成21年12月期
 　第１回新株予約権

    平成21年12月期 
   第２回新株予約権

 会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年８月19日 平成21年４月16日 平成21年４月27日

権利行使価格(円) 278 24（注）２ 24（注）２

行使時平均株価(円) ─ ─ ─

付与日における公正な
評価単価（円）

─ 13 13

　（注）２．平成22年1月14日に行使価格が調整され、調整後の権利行使価格を記載しております。

　

　３　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　(１)　使用した算定技法

　　　　ブラック・ショールズ式

　(２)　使用した主な基礎数値及びその見積方法

　　　　①株価変動率　68.36％

　　　　平成21年４月27日までの4.5年間の株価実績に基づき算定

　　　　②予想残存期間　4.5年

　　　　ストック・オプション会計基準適用指針７(1)に基づき見積もっております。

　　　　③予想配当　　０円/株

　　　　平成20年12月期の配当実績による

　　　　④無リスク利子率　　0.9050％

　　　　スワップレート４年ものと５年ものの平均

　

　４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方式を採

用しております。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度(平成20年12月31日現在) 当連結会計年度(平成21年12月31日現在)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

　貸倒引当金 272,750

　退職給付引当金 10,081

　たな卸資産 192,678

　繰延欠損金 20,301,016

　未払事業税 73,231

　投資有価証券 296,491

　有形・無形固定資産 28,886

　その他 24,647

繰延税金資産小計 21,199,785

評価性引当額 △21,109,140

繰延税金資産合計 90,645

繰延税金負債 ─

繰延税金負債合計 ─

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

　貸倒引当金 532,318

　繰越欠損金 15,514,837

 未払事業税 66,127

　たな卸資産 185,367

　関係会社株式 2,610,932

　関係会社投資引当金 4,069

　投資有価証券 488,940

  退職慰労引当金 10,364

 役員退職慰労引当金 15,514

 株式報酬費用 17,322

 有形・無形固定資産 6,820

　その他 48,106

繰延税金資産小計 19,500,720

評価性引当額 △19,417,145

繰延税金資産合計 83,574

繰延税金負債 ─

繰延税金負債合計 ─

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載し

ておりません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率　　　　　   　　　　　　 40.87％

　(調整)

　　住民税均等割等 　　　　　　  　　　　　0.61％

　　交際費等永久に損金に算入されない項目 　0.18％

　  海外法人等の税額控除等　　　　　 　　△5.31％

　　評価性引当額 　　　　　　　　　　　　 33.92％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率    70.28％

 
　

(企業結合等関係)

  前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日）

  １．株式交換により取得した子会社

  （パーチェス法適用）

(１) 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、

結合後企業の名称及び取得した議決権比率

① 被取得企業の名称及び事業の内容

　　　EMCOM株式会社　　　FXシステム開発・コンサルティング業

② 企業結合を行った主な理由

  EMCOM株式会社は純粋持株会社であり、100％子会社として、金融システム販売ならびにネット金融サー

ビスのコンサルティングおよびその提供を行っている株式会社FONOX、金融商品システムの開発を行って

いる法人恒睿軟件開発（大連）有限公司がもつシステム開発ノウハウ、コンサルティング能力、及び中国

における事業拠点を当社が取得するため。

③ 企業結合日

　　平成20年３月14日

④ 企業結合の法的形式

　　株式交換

⑤ 結合後企業の名称
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　　株式会社ジャレコ・ホールディング

⑥ 取得した議決権比率

　　100％

　(２) 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

 　 平成20年３月14日から平成20年12月31日まで

　(３) 被取得企業の取得原価及びその内訳

　 取得の対価  株式会社ジャレコ・ホールディングの株式 668百万円

　 取得原価 668百万円

　(４) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

① 株式の種類及び交換比率

　　普通株式　　株式会社ジャレコ・ホールディング１：EMCOM株式会社29,000

② 交換比率の算定方法

  株式交換比率の算定にあたって、アーツ税理士法人を第三者算定機関として任命しました。 

　EMCOM株式会社は、現在の事業が本格稼動後間もない会社であること、事業の性格上将来の利益計画で大

幅な増減益を見込むのは客観性が乏しいことなどからDCF方式に基づく株式価値評価は行わず、類似会社

比準方式のみにより算定しました。

　当社の株式価値については、ジャスダック証券取引所に上場されており、上場企業の株式価値算定とし

て客観性の高い市場株価平均法を採用し、直近１ヶ月間（平成19年12月28日～平成20年1月30日）、およ

び直近３ヶ月間（平成19年10月31日～平成20年１月30日）の算定を行い、これらを総合的に勘案して１

株当たり価格を算定いたしました。

　これらの算定結果を参考に当事者間で協議し株式交換比率を決定しました。

③ 交付株式数及びその評価額

　　34,800,000株　　668百万円

　(５) 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

① のれんの金額

　　506百万円

② 発生原因

EMCOM株式会社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積もりにより発生

したものであります。

③ 償却の方法及び償却期間

　　20年間で均等償却

　(６) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

① 資産の額

　　現金及び預金 27百万円

　　売掛金　　 　 7百万円

　　未収入金 　　29百万円

　　立替金　　　 34百万円

　　関係会社株式 81百万円

　　　　合計 　 180百万円

② 負債の額

　　短期借入金   80百万円

　　　　合計     80百万円
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　(７) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

　　　該当事項はありません。

　(８) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計

　　 算書に及ぼす影響の概算額

　  売上高及び損益情報

　    売上高 　109百万円 

      営業利益  34百万円

      経常利益 △5百万円

 （概算額の算定方法及び重要な前提条件）

  　内部取引及び未実現利益を控除しております。

  　なお、連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については、会計監査人による監査証明を受けており　　

　　ません。

　

  ２．共通支配下の取引等

　(１)対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに　　

　　取引の目的を含む取引の概要

　　　①対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　事業の名称　当社の連結子会社である日本中央地所株式会社のヘルスケア事業

　　事業の内容　主として医療施設の賃貸、医療施設の経営内容のモニター、経営改善の助言まで踏　

　　み込んだハンズオンの運用を行う事業

　　　②企業結合の法的形式

　　　日本中央地所株式会社を譲渡会社、株式会社EMCOMヘルスケアを譲受会社とする事業譲渡

　　　③結合後企業の名称

　　　株式会社EMCOMヘルスケア（当社の連結子会社）

　　　④取引の目的を含む取引の概要

　　　当社グループが提供するヘルスケア事業を当社グループにおける専業会社として位置付ける会

　　社へ異動し、個々の事業の明確化、効率化を図ることを目的として従来、日本中央地所株式会社

　　が行っていたヘルスケア事業を事業譲渡により当社の連結子会社である株式会社EMCOMヘルスケ

　　アへ継承させております。

　　(２)実施した会計処理の概要

　　「企業結合にかかる会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準

　　及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正　平成18　　　　

　　年12月22日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

  当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）

　　該当事項はございません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

　

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

不動産事業
(千円)

金融事業
(千円)

ゲーム事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,316,4825,043,556616,9549,976,993 ─ 9,976,993

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 4,316,4825,043,556616,9549,976,993 ─ 9,976,993

営業費用 6,319,6873,065,478916,06110,301,227610,47910,911,706

営業利益(又は損失△) △ 2,003,2041,978,077△ 299,107△ 324,234(610,479)△ 934,713

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出　　

　 　 　 　 　 　

資産 2,399,12115,848,602486,15818,733,8831,493,95720,227,840

減価償却費 32,846122,06821,391176,30510,691186,997

資本的支出 334,400709,613 949 1,044,9621,9401,046,902

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要製品及び事業内容

(1) 不動産事業：宅地の造成分譲、マンション及び戸建住宅の建設販売、事務所ビルの賃貸、不動産の管理等

(2) 金融事業　：金融サービス事業及び投資事業

(3) ゲーム事業：家庭用ゲーム機用ゲームソフト、オンラインゲーム、携帯電話向けゲームアプリ

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(648,238千円)の主なものは、親会社本社の管

理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(3,858,469千円)の主なものは、親会社での運転資金(現金

及び預金)、貸付金(関係会社貸付金)に係る資産等であります。
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当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

不動産事業
(千円)

金融事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

227,7967,115,6607,343,457 ― 7,343,457

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 227,7967,115,6607,343,457 － 7,343,457

営業費用 243,3104,326,5964,569,907624,1625,194,069

営業利益(又は損失△) △15,5132,789,0642,773,550（624,162）2,149,388

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本　　　
　
　　的支出

　 　 　 　 　

資産 2,355,87515,672,39718,028,2731,129,59819,157,872

減価償却費 35,611 315,465 351,077 6,860 357,937

減損損失 － 151,622 151,622 － 151,622

資本的支出 16,050 351,677 367,728 4,083 371,811

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要製品及び事業内容

(1) 不動産事業：宅地の造成分譲、マンション及び戸建住宅の建設販売、事務所ビルの賃貸、不動産の管理等

(2) 金融事業　：金融サービス事業及び投資事業

３．事業区分の変更

事業区分につきましては、従来「不動産事業」、「金融事業」、「ゲーム事業」の３つに区分しておりました

が、ゲーム事業を行っていた連結子会社を第三者に譲渡したため、当連結会計年度より、「不動産事業」、「金

融事業」の２つに変更しております。

４．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(624,162千円)の主なものは、親会社本社の管

理部門に係る費用であります。

５．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(3,950,305千円）の主なものは、親会社での運転資金(現金

及び預金)、貸付金(関係会社貸付金)に係る資産等であります。

　

【所在地別セグメント情報】

　

　前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至　平成20年12月31日）

　
　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

　当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　

　前連結会計年度（自 平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　　　　　

　当連結会計年度（自 平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業内容又は
職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人
主要株主

ゲームヤロウ
株式会社

東京都港区 428,850
オンライン
ゲームの企
画、運営

　─ １人

 

資金の借入

 
 
 

関係会社
短期借入金

 
利息の支払

 
　─

 
1,479

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

 ２. 取引条件及び取引条件の決定方法等

 資金の借入の利率については市場金利を勘案して取締役会決議により決定しております。

 なお、担保は提供しておりません。

 ３. ゲームヤロウ㈱は、主要株主でありましたが、平成20年６月30日現在の株主名簿において主要株主では

 なくなっております。

　

当連結会計年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

　　　該当事項はございません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり純資産額 9円71銭１株当たり純資産額 12円86銭

１株当たり当期純損失 10円61銭１株当たり当期純利益 0円53銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

(注) 算定上の基礎

　　１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)

　
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は
当期純損失（△）(千円)

△2,481,408 134,057

普通株式に係る当期純利益又は当期
純損失（△）(千円)

△2,481,408 134,057

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 233,915,622 253,356,659

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含まれなかった潜在株式の概要

─── 当社の新株予約権
①平成21年３月27日第35回定時株主総
会決議、平成21年４月16日、平成21年４
月20日及び平成21年12月10日取締役会
決議
9,760,000 株
②平成21年３月27日第35回定時株主総
会決議、平成21年４月27日取締役会決
議60,000株
③第三者割当により発行される新株予
約権
平成21年10月５日取締役会決議　
50,000,000株

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１．連結子会社株式の譲渡

  当社は、平成21年１月15日、取締役会において、当社

の連結子会社である株式会社ジャレコ（以下、「ジャ

レコ」）の当社所有株式全てを譲渡することを決議

し、同日、株式譲渡契約を締結いたしました。実施の概

要は次のとおりであります。

 

 

１．株主割当増資による新株式発行

  当社は、平成21年10月５日付の当社取締役会にお

いて、株主割当による新株式発行に関して決議し、

平成22年１月14日に払込完了いたしました。
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前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

 (1) 異動する子会社の概要

① 商号 株式会社ジャレコ

② 代表者 代表取締役社長 加藤 貴康

③ 本店所在地東京都港区赤坂八丁目５番26号

④ 設立年月日 平成18年７月３日

⑤ 主な事業内容 家庭用ゲームソフトの企画、開発、販

売、モバイルコンテンツの企画、販売、配信 インター

ネットを利用したオンラインゲームの企画

⑥ 事業年度の末日 12月31日

⑦ 従業員数　 ７名（平成21年１月15日現在）

⑧ 資本金の額 5,000万円

⑨ 発行済株式総数 1,000株

⑩ 株主構成 当社100%

⑪ 最近事業年度における業績の動向

 
　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位：百万円)
　 平成18年

12月期

平成19年

12月期

平成20年

12月期

売上高 112 561 616

売上総利益 34 28 △41

営業利益 △96 △442 △304

経常利益 △97 △461 △339

当期純利益 △96 △461 △528

総資産 446 882 490

株主資本 △0 △461 △990

1株当たり

配当金 －円 －銭 －円－銭 －円－銭

 (2) 株式の譲渡先

① 商号 ゲームヤロウ株式会社

② 代表者 代表取締役社長 村井 真郎

③ 本店所在地 東京都港区芝大門２丁目11番16号

　 YSビル２階

④ 事業の内容 オンラインゲームの企画、運営

⑤当社との関係　　　　　　

　資本関係 ： 該当事項はありません。　　
　人的関係 ： 同社取締役１名が当社取締役を兼務して
　　　　　　　おります。
　取引関係 ： 該当事項はありません。　
(3) 譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式の状
況
① 異動前の所有株式数 1,000株
（所有割合 100%）
② 譲渡株式数 1,000株
③ 譲渡価額 １円※ジャレコに対する貸付金16億90百万円
のうち７億円を引き継ぐことを勘案して譲渡価額を決定し
ております。回収につきましては、３年間を目処として、同
社の売掛金回収、たな卸資産の資金化などによる回収を見
込んでおります。
④ 異動後の所有株式数 ─株（所有割合 ─%）

(1) 決議日時点の株主割当増資による新株式発行の

概要

①発行新株式数 普通株式　506,916,538株

（内、自己株式数　145,494株）

②割当率 １株につき２株

③発行価額 １株につき金９円

④発行価額の総額 4,562,248,842円

⑤資本組入額 １株につき金５円

⑥資本組入額の総額 2,534,582,690円

⑦申込期日 平成21年12月28日

⑧払込期日 平成22年１月14日

(2) 失権株の株式数 483,915,994株

(3) 失権株を除いた新株式の発行概要

①発行新株式数 普通株式　22,855,050株

②発行価額 １株につき金９円

③発行価額の総額 205,695,450円

④資本組入額 １株につき金５円

⑤資本組入額の総額 114,275,250円

⑥増資後発行済株式総数 276,313,319株

⑦増資後資本金 5,047,281,250円

(4) 資金使途

　平成18年５月30日に発行いたしました「株式会社

ジャレコ2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予

約権付社債」に係る借入債務の一部について、平成

22年3月17日に発行諸費用等を除いた170百万円を

債権者への返済に充当いたしました。

２．返済に関する合意書締結並びに借入金一部返済

　　当社は、平成21年５月29日付「準消費貸借契約」

　および、平成21年７月６日付「準消費貸借契約の

　修正契約」に関して、平成22年３月17日に、債権

　者との間で返済に関する合意書を締結するとと

　もに、借入債務（元本4,133百万円）の一部（670

　百万円）について返済手続きを行いました。

(１) 主な合意内容

　 ① 株主割当増資により調達した資金205百万円のう

　 ち、発行諸費用等を除く170百万円を返済すること

　 ② 上記①の返済により、借入債務の元本は3,963百

　 万円となること

　 ③ 当社が本合意書に違反しない限り、当社の返済

　 義務は元本である3,963百万円に限定され、債権者

　 は既発生を含む利息・損害金等、元本以外の請求は

　 できないこと

　 ④ 最終返済日を平成22年８月15日とすること

　 ⑤ 担保権として設定されている当社保有の子会社

　 株式等の資産は、返済実行とともに、段階的に担保

　 権が解除されること

　 ⑥ 当社が本合意書のいずれかの条項に違反した場

　 合、本合意書は本合意書締結日に遡及して失効し、

　 本合意書に基づき変更された本件ローン契約の各条

　 項は同日に遡及して復活すること

　 ⑦ 本合意書の条件に対する違反が存在しない限

　 り、債権者は担保権の実行、訴訟提起、強制執行等

　 いかなる法的処分も行わないこと
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前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　
　
　
　

　

 (２) ３月17日付返済手続きの内容

　　資金調達方法 返済額
 

　債務残高
　（元本）

　　　　─ ─ 4,133百万円

株主割当増資（注） 170百万円 3,963百万円

自己資金等 500百万円 3,463百万円

（注）株主割当増資により調達した205百万円のうち、

発行諸費用等を除いた170百万円を元本返済に充当

 (３) 債権者と合意している今後の返済内容（計画）

　　返済予定日 返済額
  　 (注）

　債務残高
 

　　　　─ ─ 3,463百万円

平成22年４月末日 100百万円 3,363百万円

平成22年５月末日 400百万円 2,963百万円

平成22年７月末日 1,963百万円1,000百万円

平成22年８月15日 1,000百万円 ─

（注）返済原資はグループ会社からの借入を含む自己

資金並びに、資金調達により返済原資を確保する予定
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄
発行年

月日

前期末残高

（千円）

当期末残高

（千円）

利率

（％）
担保 償還期限

㈱ジャレコ・ホー
ルディング

2011年満期
ユーロ円建
転換社債型
新株予約権
付社債

平成18年
５月30日

5,000,000 ― ─ 無 (注)

　 ─ ─ 5,000,000 ─ ─ ─ 　　─

(注)2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債に関しましては、平成21年5月30日におきまして一部繰上げ償

還の実施並びに未償還部分に関しましては準消費賃借契約を締結いたしました。

　

【借入金等明細表】

区分 前期末残高(千円) 当期末残高(千円) 平均利率(％) 返済期限

 短期借入金 ─ 4,133,000 15.00 ─

 １年以内に返済予定の
 長期借入金　

29,300 ─ ─ ─

 １年以内に返済予定の
 リース債務

─ ─ ─         ─

 長期借入金（１年以内に
 返済予定のものを除く）

─ ─ ─         ─

 リース債務（１年以内に
 返済予定のものを除く）

─ ─ ─         ─

 その他有利子負債 ─ ─ ─         ─

 　　　　　合計 29,300 4,133,000 ─ ─

(注)１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

(2)  【その他】

 当連結会計年度における四半期情報

　

第１四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

第２四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第３四半期

自平成21年7月１日

至平成21年９月30日

第４四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

売上高(千円) 2,070,5731,759,5051,916,3141,597,065

税金等調整前四半期純利益又は税金等
調整前四半期純損失（△）(千円)

599,527 151,167 150,342 △272,105

四半期純利益又は四半期純損失（△）
(千円)

491,456 34,852 52,516 △444,767

１株当たり四半期純利益又は１株当た
り四半期純損失（△）（円）

1.94 0.14 0.21 △1.76
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 863,089 262,321

売掛金 － 16,800

営業投資有価証券 190,651 －

たな卸資産 － ※１
 6,000

前払費用 5,433 6,173

未収入金 － 78,009

関係会社未収入金 － 844,835

関係会社立替金 － 72,507

短期貸付金 － 227,100

関係会社短期貸付金 509,522 10,000

その他 88,474 1,542

貸倒引当金 △2,016 △116,859

流動資産合計 1,655,154 1,408,432

固定資産

有形固定資産

建物 21,140 22,640

減価償却累計額 △3,096 △9,303

建物（純額） 18,043 13,337

工具、器具及び備品 88,866 83,317

減価償却累計額 △79,260 △74,333

工具、器具及び備品（純額） 9,605 8,984

有形固定資産合計 27,649 22,321

無形固定資産

ソフトウエア 21,395 576

無形固定資産合計 21,395 576

投資その他の資産

投資有価証券 548,092 29,635

長期貸付金 － 172,900

関係会社株式 1,916,499 ※３
 1,660,046

長期前払費用 12,150 11,700

破産更生債権等 366,715 1,100

敷金及び保証金 122,518 122,266

関係会社長期貸付金 3,962,500 3,095,000

貸倒引当金 △2,108,961 △891,536

関係会社投資損失引当金 △10,000 △10,000

投資その他の資産合計 4,809,514 4,191,112

固定資産合計 4,858,559 4,214,010

資産合計 6,513,713 5,622,443
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 － ※３
 4,133,000

関係会社短期借入金 － 530,000

未払金 33,535 176,952

未払法人税等 21,402 16,810

未払費用 － 370,850

預り金 10,610 14,796

その他 33,656 254

流動負債合計 99,204 5,242,664

固定負債

社債 5,000,000 －

退職給付引当金 6,555 6,883

役員退職慰労引当金 10,359 30,007

固定負債合計 5,016,914 36,890

負債合計 5,116,119 5,279,554

純資産の部

株主資本

資本金 4,933,006 4,933,006

新株式申込証拠金 － ※４
 205,757

資本剰余金

資本準備金 4,835,562 4,835,562

その他資本剰余金 4,962,717 4,962,717

資本剰余金合計 9,798,279 9,798,279

利益剰余金

繰越利益剰余金 △13,116,625 △14,483,233

利益剰余金合計 △13,116,625 △14,483,233

自己株式 △9,132 △9,239

株主資本合計 1,605,527 444,569

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △207,933 △153,251

評価・換算差額等合計 △207,933 △153,251

新株予約権 － 51,570

純資産合計 1,397,594 342,888

負債純資産合計 6,513,713 5,622,443
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高

投資事業売上高 22,807 －

コンサルティング収入 － 45,500

その他の売上高 40,000 －

売上高合計 62,807 45,500

売上原価

投資事業売上原価 18,037 －

コンサルティング原価 － 10,981

売上原価合計 18,037 10,981

売上総利益 44,769 34,518

販売費及び一般管理費

役員報酬 74,348 99,714

給料及び手当 218,900 200,974

法定福利費 34,108 23,097

役員退職慰労引当金繰入額 447 19,648

退職給付費用 5,826 6,076

福利厚生費 3,267 2,892

株式報酬費用 － 42,570

減価償却費 10,691 6,860

賃借料 59,696 44,784

支払手数料 131,806 115,373

広告宣伝費 6,180 －

租税公課 50,172 34,912

その他 66,555 ※１
 49,461

販売費及び一般管理費合計 662,001 646,366

営業損失（△） △617,232 △611,848

営業外収益

受取利息 ※１
 161,384

※１
 71,619

受取配当金 124 150

マネジメント収益 ※１
 44,630

※１
 48,557

雑収入 1,472 8,598

営業外収益合計 207,611 128,925
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

営業外費用

支払利息 7,828 395,244

株式交付費 10,707 17,081

為替差損 4,411 30,054

貸倒引当金繰入額 1,176,801 255,049

その他 8,204 18,678

営業外費用合計 1,207,951 716,107

経常損失（△） △1,617,573 △1,199,030

特別利益

貸倒引当金戻入額 595 1,702

投資有価証券売却益 22,999 －

特別利益合計 23,595 1,702

特別損失

営業投資有価証券評価損 638,349 －

投資有価証券評価損 － 554,779

関係会社投資損失引当金繰入額 10,000 －

関係会社株式評価損 1,541,353 －

関係会社株式売却損 － 451,449

その他 144,327 4,974

特別損失合計 2,334,030 1,011,203

税引前当期純損失（△） △3,928,007 △2,208,531

法人税、住民税及び事業税 1,210 △841,923

法人税等合計 1,210 △841,923

当期純損失（△） △3,929,217 △1,366,608
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,133,000 4,933,006

当期変動額

新株の発行 750,006 －

株式交換による増加 50,000 －

当期変動額合計 800,006 －

当期末残高 4,933,006 4,933,006

新株式申込証拠金

前期末残高 － －

当期変動額

新株式申込証拠金 － 205,757

当期変動額合計 － 205,757

当期末残高 － 205,757

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,040,635 4,835,562

当期変動額

新株の発行 750,006 －

株式交換による増加 44,920 －

当期変動額合計 794,926 －

当期末残高 4,835,562 4,835,562

その他資本剰余金

前期末残高 4,388,781 4,962,717

当期変動額

株式交換による増加 573,935 －

当期変動額合計 573,935 －

当期末残高 4,962,717 4,962,717

資本剰余金合計

前期末残高 8,429,417 9,798,279

当期変動額

新株の発行 750,006 －

株式交換による増加 618,856 －

当期変動額合計 1,368,862 －

当期末残高 9,798,279 9,798,279

利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △9,187,407 △13,116,625

当期変動額

当期純損失（△） △3,929,217 △1,366,608

当期変動額合計 △3,929,217 △1,366,608

当期末残高 △13,116,625 △14,483,233

利益剰余金合計

前期末残高 △9,187,407 △13,116,625

当期変動額

当期純損失（△） △3,929,217 △1,366,608

当期変動額合計 △3,929,217 △1,366,608

当期末残高 △13,116,625 △14,483,233
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

自己株式

前期末残高 △8,835 △9,132

当期変動額

自己株式の取得 △297 △106

当期変動額合計 △297 △106

当期末残高 △9,132 △9,239

株主資本合計

前期末残高 3,366,174 1,605,527

当期変動額

新株の発行 1,500,012 －

株式交換による増加 668,855 －

新株式申込証拠金 － 205,757

当期純損失（△） △3,929,217 △1,366,608

自己株式の取得 △297 △106

当期変動額合計 △1,760,647 △1,160,958

当期末残高 1,605,527 444,569

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △7,612 △207,933

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△200,320 54,681

当期変動額合計 △200,320 54,681

当期末残高 △207,933 △153,251

評価・換算差額等合計

前期末残高 △7,612 △207,933

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△200,320 54,681

当期変動額合計 △200,320 54,681

当期末残高 △207,933 △153,251

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 51,570

当期変動額合計 － 51,570

当期末残高 － 51,570

純資産合計

前期末残高 3,358,562 1,397,594

当期変動額

新株の発行 1,500,012 －

株式交換による増加 668,855 －

新株式申込証拠金 － 205,757

当期純損失（△） △3,929,217 △1,366,608

自己株式の取得 △297 △106

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △200,320 106,251

当期変動額合計 △1,960,968 △1,054,706

当期末残高 1,397,594 342,888
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【継続企業の前提に関する事項】

　
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　当社は、当事業年度における営業損失の発生及び経常損

失、当期純損失が継続している状態にあり、また、「株式

会社ジャレコ2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約

権付社債」について、平成21年５月29日付にて所持人の

選択による繰上償還請求の可能性があることから、今後

の資金調達等の実行について、慎重に検討する必要が生

じております。このような状況により、当事業年度末にお

いて、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してお

ります。

　当社は、当該状況を解消すべく、現在当社グループが

行っている事業について、今後の中長期的な事業戦略を

見直す中で、ＦＸサービス運営に必要とされる全てのリ

ソースを提供する「総合アウトソースカンパニー」たる

ことを当社グループの事業強化戦略の基盤に据え、将来

にわたり成長が期待でき利益貢献が見込まれる事業とし

て、金融事業におけるＦＸ事業を、当社グループの中核事

業に位置づけ、早期に安定した収益基盤を構築し、業績の

回復を果たすことにグループ一丸となって取り組んでお

ります。

　金融事業におけるＦＸ事業については、「総合アウト

ソースカンパニー」化戦略の一環として、平成20年12月

11日付にて、ＦＸ事業会社の株式会社カレンシートレー

ドを完全子会社化し、平成21年４月上旬以降、「EMCOM

TRADE」のサービスブランドのもと新サービスの提供を

開始いたします。これにより、当社グループでは、パンタ

・レイ証券の「みんなのＦＸ」とカレンシートレードの

「EMCOM TRADE」という二つのブランドを駆使して、両社

で異なる特徴を持つ取引環境を提供し、より幅広い顧客

ニーズに対応することで、ＦＸ市場成長の恩恵を最大限

に享受するとともに、より一層の収益拡大を図ってまい

ります。

　不動産事業については、平成20年12月期において、不動

産市況悪化の継続及び拡大により、回復の見込みが乏し

いことに起因する厳しい販売不振を踏まえて、経営資源

の選択と集中を進めております。資産再生事業及びレジ

デンシャル事業は、保有する不動産を早期売却すること

により資金化し、当該回収資金を当社グループの事業戦

略上優先順位の高い他の事業に集中投下することが有効

であると判断し、価格を大幅に引き下げた販売を行うと

ともに、組織のスリム化を図っております。また、新規案

件については慎重に対応ないしは、当面見合わせること

を決めております。一方、ヘルスケア事業については、中

長期的に当社グループの安定した収益基盤の貢献に資す

る事業であると判断し、当社グループの不動産事業の中

心に位置づけ、平成20年11月13日付にて分社化を行い、経

営資源の最適配分が行える体制に移行しております。

　ゲーム事業については、昨今のゲーム市場を取り巻く競

争激化、消費者のエンターテイメントに対するニーズの

多様化、市場の縮小傾向などの要因により、厳しい経営状

態が続いておりましたが、（重要な後発事象）１．

　当社は、前事業年度において営業損失並びに経常損失を

計上し、当期純損失が継続している状態にあったこと、ま

た平成18年５月30日に発行いたしました「株式会社ジャ

レコ2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社

債」に係る多額の借入債務（平成22年３月30日現在の元

本3,463百万円）があり、また、返済原資の確保に不確定

な要素があることから、当社グループには継続企業の前

提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。

　そこで当社は、当該状況の解消または改善に向けて、①

事業の選択と集中、②財務戦略による資金調達の２つを

大きな柱とした、早期での財務基盤、収益基盤の安定化に

向けた施策について全社一丸となって取り組んでおりま

す。

（事業の選択と集中）

　当社では、当該状況を抜本的に解消すべく、前事業年度

より継続企業として長期的な成長軌道の確保と安定的な

キャッシュ・フロー創出の実現を目指して、抜本的な事

業構造の改革並びに新たな収益構造の転換に向けて、不

採算事業であった不動産開発事業やゲーム事業からの撤

退を断行する一方、それまで金融事業のブランドであっ

た『ＥＭＣＯＭ』へのビジネスブランド統一を図る一環

として、平成21年４月１日付けにて「ＥＭＣＯＭホール

ディングス」に商号を変更するなど、金融事業における

ＦＸ事業をグループ事業の中核に据え、“ＦＸサービス

の運営に必要とされる全てのリソースを提供する「総合

アウトソースカンパニー」”として、グループ内のノウ

ハウ並びにリソースを最大限に活用した新たな事業モデ

ルの構築に注力し収益構造の転換を図ってまいりまし

た。

　その結果、当社子会社である株式会社EMCOM証券が提供

するＦＸサービスの「みんなのＦＸ」は、当社グループ

各社が保有する金融システムの開発力、金融コンサル

ティング能力や専任人材をリソースに、ユーザーニーズ

を捉えた機動的かつスピーディな機能拡充とサービス追

加を実施するともに、同サービスの効率的な運用、安定的

に収益を確保するための事業採算面における支援を行う

ことで、売上高、取引高、預り証拠金ともに急速な拡大を

実現しております。

　また、当社グループでは、次のフェーズとして、翌事業年

度以降も持続的な事業成長を実現するため、当社グルー

プの最大の強みである金融システムの開発力並びに、コ

ンサルティング力を中心に据え、“多様な金融サービス

全般における「総合アウトソースカンパニー」”として

の事業成長を志向し、ＦＸ事業については効率的な運用

と安定的な収益確保という事業採算面における支援に特

化する体制を強化し、ＦＸシステムのレベニューシェア

型ＡＳＰ事業に注力する一方、くりっく365、ＣＦＤや日

経225など、多種多様な金融サービスアプリケーションの

研究・開発に着手しております。くりっく365については

平成22年１月18日よりサービス提供を開始するなど順調

に進展しております。
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前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

に記載のとおり、当社グループは、採算化が困難なゲーム

事業から撤退することとし、平成21年１月15日付にて株

式会社ジャレコの全株式を譲渡しております。このよう

に、当社では、当社グループにおける既存事業の選択と集

中により、筋肉質な事業基盤の構築と収益規模の拡大に

向けて邁進しております。一方、機動的な資本政策や将来

における事業規模の拡大に備えた資金調達等の方法につ

いて、継続的に検討をしております。

　上記の計画を確実に実行することにより、継続企業の前

提に関する重要な疑義を解消できるものと判断しており

ます。

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりま

せん。

　さらに、今後大きな成長が期待できる中国及びアジア市

場への本格的な進出の足がかりとして、これまでのオフ

ショア開発の豊富なノウハウを活用し、新たなシステム

開発拠点として中国江蘇省無錫市の濱湖区太湖新城科教

産業園（Ｋ－ＰＡＲＫ）において、ハイクオリティかつ

ロープライスなソフトウェアのアウトソーシング事業を

展開する合弁会社を平成22年５月下旬に操業予定であ

り、収益機会の拡大と多様化に向けた取り組みにも着手

するなど、将来における事業規模・収益機会の拡大にも

積極的に努めてまいりました。

　不動産事業については、ヘルスケア事業を中心に仲介事

業との２本の柱で構成されており、経営資源の最適配分

により、不動産事業全体で収益基盤の安定化に引き続き

注力しております。

（財務戦略による資金調達）

　当社は、平成18年５月30日に発行いたしました「株式会

社ジャレコ2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権

付社債」（以下、「本新株予約権付社債」という。）につ

いて、平成21年４月30日付にて、平成21年５月29日を償還

日とする繰上償還請求に係る事前通知を社債権者より受

領したことから、平成21年５月29日付にて、繰上償還に係

る対象額面金額の一部である667百万円について繰上償

還を実施するとともに、未償還分である4,333百万円(平

成22年３月30日現在の元本3,463百万円）については平

成21年６月29日を返済期限とする準消費貸借契約を締結

いたしました。その後、平成21年７月６日付にて、平成21

年７月17日を返済期限とする準消費貸借契約の修正契約

を締結いたしましたが、期限内に返済を実行するには至

らず、借入債務の返済を延滞する事態が生じておりまし

た。

　このことから、当社では、新規資金調達の可能性につい

て慎重に検討した結果、平成21年10月５日付で行使総額

900百万円（発行時点）の第３回新株予約権（第三者割

当）の発行並びに発行総額4,562百万円となる株主割当

による新株式発行を決定いたしました。

　しかしながら、これにより発行した新株予約権につきま

しては株価や出来高等の動向からこれまで一度も行使が

なされておらず、また、株主割当増資につきましては、発

行総額を大きく下回る205百万円の資金調達に留ってお

り、借入債務の全額返済に必要となる資金確保には至っ

ておりませんでした。

　その後、当社では、自己資金等により平成21年12月29日

に借入債務の一部である200百万円を返済する一方、債権

者との間では契約諸条件等の見直しについての協議を継

続してまいりました。その結果、平成22年３月17日に債権

者との間で最終返済日を平成22年８月15日とする返済に

関する合意書を締結するに至り、同日付けにて借入金の

一部として総額670百万円の返済手続きを行いました

（平成22年３月30日現在の借入債務残高3,463百万円）。

　これにより、延滞は解消となりましたが、当社では、引き

続き完済に向けた返済原資の確保が必要な状況にありま

す。そこで、必要資金の全額が早期に確保出来るよう、自

己資金等の確保に加え、資金調達の早期実現を
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前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

　 目指してまいります。

　当社では、上記の施策を確実に実行し、債務を完済する

ことで、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消でき

るものと判断しておりますが、これらの計画及び施策は

実施途上にあり、現時点では継続企業に関する重要な不

確実性が認められます。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を当財務諸表には反映

しておりません。

【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　(営業投資有価証券を含む）

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

ただし匿名組合出資等は個別法に

よっており、詳細は「６（３）匿

名組合出資金等の会計処理」に記

載しております。

(2) その他有価証券

　　(営業投資有価証券を含む）

　時価のあるもの
同左
 
　
 

　時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。

　　但し、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備は除く)につい

ては、定額法によっております。

　　主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

　　建物　　　　　　８～15年

　　工具器具備品　　４～15年
（追加情報）
　　法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。なお、この変更により

損益に与える影響は軽微でありま

す。

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　定率法によっております。
　　但し、平成10年４月１日以降取得し
た建物(建物附属設備は除く)につい
ては、定額法によっております。

　　主な耐用年数は次のとおりでありま

す。
　　建物　　　　　　８～15年
　　工具器具備品　　４～15年
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項目
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　 (2) 無形固定資産

　　定額法によっております。

　　但し、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(3)          ────

(2) 無形固定資産

同左

 

 

 

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

　平成20年12月31日以前に契約をし

た所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた方針処理に

よっております。

３．繰延資産の処理方法     株式交付費は支出時に全額費用と

して処理しております。

同左

４．引当金の計上基準

 

(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金
同左

　 (2) 関係会社投資損失引当金 (2) 関係会社投資損失引当金

　

  　関係会社投資損失引当金は、時価の

ない関係会社株式に対し、将来発生

する可能性のある損失を見積り、必

要と認められる額を計上しておりま

す。

 同左

　 (3) 賞与引当金 (3) 賞与引当金

　

　　従業員に対する賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計上して

おります。

同左

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の

見込み額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。

(4) 退職給付引当金
同左

　 (5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当事業年度末要支

給額を引当計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金
同左

５．リース取引の処理方法 　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

───
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項目
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。な　　

お、控除対象外消費税等は、期間費用

としております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

　 (2) 連結納税制度の適用
────

(2) 連結納税制度の適用
    当事業年度から連結納税制度を適
用しております。

　 (3) 匿名組合出資金等の会計処理

　　匿名組合出資等を行うに際して、匿

名組合等の財産の持分相当額を有価

証券として計上しております。

　当社が管理運営する匿名組合等へ

の出資に係る会計処理は、決算日に

おける組合等の仮決算による財務諸

表に基づいて組合等の資産、負債及

び収益、費用を当社の持分割合に応

じて計上しております。

　当社が管理運営しない匿名組合等

への出資に係る会計処理は、匿名組

合が獲得した純損益の持分相当額に

ついては、「売上高」または「売上

原価」に計上するとともに同額を有

価証券に加減し、営業者からの出資

金の払い戻しについては、有価証券

を減額させております。

(3) 匿名組合出資金等の会計処理

同左

　

【会計処理の変更】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
　　至　平成21年12月31日）

                      ─── (リース取引に関する会計基準等)

　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30

日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平

成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会

計基準適用指針第16号）を当事業年度から適用し、

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

変更し、リース資産として計上しています。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き

続き採用しています。

　この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
　　至　平成21年12月31日）

(貸借対照表) (貸借対照表)

　財務諸表等規則の改正により、前事業年度は「破産

債権、更正債権、その他これらに準ずる債権」に該当

するものとして表示していた「固定化営業債権」を

当事業年度においては、「破産更正債権等」に変更

して表示しております。

　前事業年度まで独立表示しておりました流動資産

の「未収入金」(当事業年度3,280千円）は、僅少の

ため流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。

１．前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「未収入金」「関係会社未収入金」

及び「関係会社立替金」は、その重要性が増したた

め、当事業年度より独立表示しております。なお、前

事業年度の金額はそれぞれ３千円、7,205千円及び

14,905千円であります。

２．前事業年度まで流動負債の「その他」に含めて表示

しておりました「未払費用」は、その重要性が増し

たため、当事業年度より独立表示しております。な

お、前事業年度の金額は32,286千円であります。

（損益計算書） （損益計算書）

　前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「法定福利費」

は、その重要が増したため、当事業年度より独立表示

しております。なお、前事業年度の金額は、29,335千

円であります。

　前事業年度まで売上高の「その他」に含めて表示

しておりました「コンサルティング収入」は、その

重要性が増したため、当事業年度より独立表示して

おります。なお、前事業年度の金額は40,000千円であ

ります。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

１．　　　　　　　　 ───

 

２．保証債務

　　　次の会社の借入金に対して支払い保証を行って　　

　　おります。

 ㈱ジャレコ 29,300千円

 
３.　　　　　　　　　───

 

 

 
４.　　　　　　　　　───

※１．たな卸資産の内訳

　　　仕掛品　　　　　　　　 　6,000千円

２.　　　　　　    ───

 

 

　 　

※３．担保に供している資産及び担保を付している債務

　(1) 担保に供している資産　
関係会社株式 1,568,856千円
計 1,568,856千円

　(2) 担保を付している債務
短期借入金 4,133,000千円
計 4,133,000千円

※４．新株申込証拠金
株式の発行
資本金増加の日
資本準備金に組入
予定の金額

22,855,050株
平成22年1月14日

91,420千円
 

 
 
 
 

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社受取利息 150,639千円

関係会社マネジメント収益 44,630千円

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社受取利息 56,316千円

関係会社マネジメント収益 48,557千円

関係会社業務委託料 17,500千円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 54,355 14,994 ─ 69,349

　

 (変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　14,994株

　

当事業年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 69,349 6,754 ─ 76,103

　

 (変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　6,754株
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　　　重要なリース資産がないため、記載を省略しておりま

す。

１．リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

同左
 

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成20年12月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当事業年度(平成21年12月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

　貸倒引当金 804,672

　有形・無形固定資産 12,117

　繰越欠損金 12,574,595

　関係会社株式 2,868,713

　関係会社投資引当金 43,098

  投資有価証券 268,289

  未払事業税 7,224

　その他 10,214

繰延税金資産小計 16,588,925

評価性引当額 △16,588,925

繰延税金資産合計 ─

繰延税金負債 ─

繰延税金負債合計 ─

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

　貸倒引当金 410,316

　繰越欠損金 8,602,204

 未払事業税 6,412

 関係会社株式 2,610,932

　関係会社投資引当金 4,069

　投資有価証券 472,644

　退職給付引当金 2,800

  役員退職慰労引当金 12,210

  株式報酬費用 17,322

 有形・無形固定資産 4,069

　その他 2,862

繰延税金資産小計 12,145,843

評価性引当額 △12,145,843

繰延税金資産合計 ─

繰延税金負債 ─

繰延税金負債合計 ─

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。
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(企業結合等関係)

 　前事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　　　（1）連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

　

　 　当事業年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　　　（1）連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります

　

(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり純資産額 5円52銭１株当たり純資産額 0円54銭

１株当たり当期純損失 16円80銭１株当たり当期純損失 5円39銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。

(注) 算定上の基礎

１株当たり当期純損失

　
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　損益計算書上の当期純損失
　(千円)

3,929,217 1,366,608

　普通株式に係る当期純損失
　(千円)

3,929,217 1,366,608

　普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

　普通株式の期中平均株式数(株) 233,945,898 253,386,935

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含まれなかった潜在株式の概要

─── 当社の新株予約権
①平成21年３月27日第35回定時株主
総会決議、平成21年４月16日、平成21
年４月20日及び平成21年12月10日取
締役会決議
9,760,000 株
②平成21年３月27日第35回定時株主
総会決議、平成21年４月27日取締役
会決議60,000株
③第三者割当により発行される新株
予約権
平成21年10月５日取締役会決議　
50,000,000株
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１．連結子会社株式の譲渡

　当社は、平成21年１月15日、取締役会において、当

社の連結子会社である株式会社ジャレコ（以下、

「ジャレコ」）の当社所有株式全てを譲渡するこ

とを決議し、同日、株式譲渡契約を締結いたしまし

た。実施の概要は次のとおりであります。

(1) 異動する子会社の概要

① 商号 株式会社ジャレコ

② 代表者 代表取締役社長 加藤 貴康

③ 本店所在地 東京都港区赤坂八丁目５番26号

④ 設立年月日 平成18年７月３日

⑤ 主な事業内容 家庭用ゲームソフトの企画、開

発、販売 モバイルコンテンツの企画、販売、配信 イ

ンターネットを利用したオンラインゲームの企画

⑥ 事業年度の末日 12月31日

⑦ 従業員数　 ７名（平成21年１月15日現在）

⑧ 資本金の額 5,000万円

⑨ 発行済株式総数 1,000株

⑩ 株主構成 当社100%

⑪ 最近事業年度における業績の動向

 
　　　　　　　　　　　　 　　　　　(単位：百万円)
　 平成18年

 12月期
平成19年
 12月期

平成20年
 12月期

売上高 112 561 616

売上総利益 34 28 △41

営業利益 △96 △442 △304

経常利益 △97 △461 △339

当期純利益 △96 △461 △528

総資産 446 882 490

株主資本 △0 △461 △990
1株当たり
配当金 －円 －銭 －円－銭 －円－銭
 

１．株主割当増資による新株式発行

  当社は、平成21年10月５日付の当社取締役会にお

いて、株主割当による新株式発行に関して決議し、

平成22年１月14日に払込完了いたしました。

(1) 決議日時点の株主割当増資による新株式発行の

概要

①発行新株式数 普通株式　506,916,538株

（内、自己株式数　145,494株）

②割当率 １株につき２株

③発行価額 １株につき金９円

④発行価額の総額 4,562,248,842円

⑤資本組入額 １株につき金５円

⑥資本組入額の総額 2,534,582,690円

⑦申込期日 平成21年12月28日

⑧払込期日 平成22年１月14日

(2) 失権株の株式数 483,915,994株

(3) 失権株を除いた新株式の発行概要

①発行新株式数 普通株式　22,855,050株

②発行価額 １株につき金９円

③発行価額の総額 205,695,450円

④資本組入額 １株につき金５円

⑤資本組入額の総額 114,275,250円

⑥増資後発行済株式総数 276,313,319株

⑦増資後資本金 5,047,281,250円

(4) 資金使途

　平成18年５月30日に発行いたしました「株式会社

ジャレコ2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予

約権付社債」に係る借入債務の一部について、平成

22年3月17日に発行諸費用等を除いた170百万円を

債権者への返済に充当いたしました。
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前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

(2)　株式の譲渡先

① 商号 ゲームヤロウ株式会社

② 代表者 代表取締役社長 村井 真郎

③ 本店所在地 東京都港区芝大門２丁目11番16号 

   YSビル２階

④ 事業の内容 オンラインゲームの企画、運営

⑤ 当社との関係

　資本関係：該当事項はありません。

　人的関係：同社取締役１名が当社取締役を兼務

　しております。

　取引関係：該当事項はありません。

(3)　譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式

の状況

① 異動前の所有株式数 1,000株

（所有割合 100%）

② 譲渡株式数 1,000株

③ 譲渡価額 １円※ジャレコに対する貸付金16億

90百万円のうち７億円を引き継ぐことを勘案して

譲渡価額を決定しております。回収につきまして

は、３年間を目処として、同社の売掛金回収、たな卸

資産の資金化などによる回収を見込んでおります。

④ 異動後の所有株式数 ─株（所有割合 ─%）

２．返済に関する合意書締結並びに借入金一部返済

　　当社は、平成21年５月29日付「準消費貸借契約」お

よび、平成21年７月６日付「準消費貸借契約の修正

契約」に関して、平成22年３月17日に、債権者との

間で返済に関する合意書を締結するとともに、借入

債務（元本4,133百万円）の一部（670百万円）に

ついて返済手続きを行いました。

（1） 主な合意内容

① 株主割当増資により調達した資金205百万円のう

ち、発行諸費用等を除く170百万円を返済すること

② 上記①の返済により、借入債務の元本は3,963百万

円となること

③ 当社が本合意書に違反しない限り、当社の返済義

務は元本である3,963百万円に限定され、債権者は

既発生を含む利息・損害金等、元本以外の請求はで

きないこと

④ 最終返済日を平成22年８月15日とすること

⑤ 担保権として設定されている当社保有の子会社株

式等の資産は、返済実行とともに、段階的に担保権

が解除されること

⑥ 当社が本合意書のいずれかの条項に違反した場

合、本合意書は本合意書締結日に遡及して失効し、

本合意書に基づき変更された本件ローン契約の各

条項は同日に遡及して復活すること

⑦ 本合意書の条件に対する違反が存在しない限り、

債権者は担保権の実行、訴訟提起、強制執行等いか

なる法的処分も行わないこと

（2） 3月17日付返済手続きの内容

　　資金調達方法 返済額
 

　債務残高
　（元本）

　　　　─ ─ 4,133百万円

株主割当増資（注） 170百万円 3,963百万円

自己資金等 500百万円 3,463百万円

（注）株主割当増資により調達した205百万円のう

ち、発行諸費用等を除いた170百万円を元本返済に

充当

（3） 債権者と合意している今後の返済内容（計

画）

　　返済予定日 返済額
  　 (注）

　債務残高
 

　　　　─ ─ 3,463百万円

平成22年４月末日 100百万円 3,363百万円

平成22年５月末日 400百万円 2,963百万円

平成22年７月末日 1,963百万円1,000百万円

平成22年８月15日 1,000百万円 ─

（注）返済原資はグループ会社からの借入を含む自

己資金並びに、資金調達により返済原資を確保する

予定
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

 　　　 【株式】

　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券 その他有価証券 ENTWELL Co., Ltd. 他　銘柄 313,282 2,005

計 313,282 2,005

　

　　　　【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券 その他有価証券
IPO ACES Investment Management Co.,
Ltd.　他

─ 27,630

計 ― 27,630
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 21,140 1,500 ─ 22,640△9,303△6,206 13,337

　工具器具備品 88,866 2,582 8,131 83,317△74,333△2,838 8,984

計 110,0064,083 8,131105,958△83,637△9,045 22,321

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 31,598 ― 30,000 1,598△1,021△1,319 576

計 31,598 ― 30,000 1,598△1,021△1,319 576

 長期前払費用 13,500 ― 450 13,050△1,350 △450 11,700

(注)　1．ソフトウェアの当期減少額の主なものはＦＸシステムを株式会社ＥＭＣＯＭ証券に譲渡したことによる減少

であります。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 2,110,978255,1321,356,0131,702 1,008,395

関係会社投資損失引当金 10,000 ― ― ― 10,000

役員退職慰労引当金 10,359 19,648 ― ― 30,007

(注)　1．貸倒引当金の当期減少額の「目的使用」は、債権免除によるものであり、「その他」は洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　①資産の部

　イ．現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 43

預金 　

普通預金 262,278

合計 262,321

　

　ロ．売掛金
　

相手先 金額(千円)

 ㈱ネオ 16,800

合計 16,800

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

次期繰越高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
　 滞留期間(日)　
　 (Ａ)＋(Ｄ)　

　 　 　 ２ 　
(Ｃ)

×100
　 (Ｂ) 　

(Ａ)＋(Ｂ) 　 365 　

─ 42,525 25,725 16,800 60.4 72.0

（注）消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

　ハ．たな卸資産
　

区分 金額(千円)

 仕掛品（販売用ソフトウェア） 6,000

 その他 0

合計 6,000

　

　ニ．関係会社未収入金
　

相手先 金額(千円)

 ㈱EMCOM証券 489,670

 ㈱EMCOM CONSULTING 342,268

 ㈱EMCOMヘルスケア 9,961

 ㈱EMCOMリアルティ 2,621

 EMCOM㈱ 315

合計 844,835
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　ホ．関係会社貸付金
　

相手先 金額(千円)

 ㈱EMCOMヘルスケア 1,780,000

 ㈱EMCOMリアルティ 1,025,000

 ㈱EMCOM証券 300,000

合計 3,105,000

　

　ヘ．関係会社株式

　

銘柄 金額(千円)

(子会社株式) 　

　㈱EMCOM証券 890,000

　EMCOM㈱ 668,856

　㈱EMCOMヘルスケア 10,000

  タキオン野心満々ＧＰ投資事業有限責任組合 46,030

　FFBC Investmet Health＆Beauty Fund　第１号 45,160

　その他 0

合計 1,660,046
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②　負債の部

　

イ．短期借入金

　

相手先 金額(千円)

Sandringham Fund SPC Ltd - Long/Short 
Segregated Portfolio

3,100,000

Ishin Master Fund Limited 413,000

D.E.Shaw Valence International Inc. 413,000

Investcorp Interlachen Multi-Strategy
Master Fund Limited

207,000

合計 4,133,000

　

ロ．関係会社短期借入金

　

相手先 金額(千円)

  ㈱EMCOM CONSULTING 530,000

合計 530,000

　

      ハ．未払費用

　

区分 金額(千円)

　社会保険料 21,409

　概算社会保険料 7,066

　概算未払費用 5,960

　未払利息 333,835

　その他 2,578

合計 370,850

(3)【その他】

　①　決算日後の状況

　該当事項はありません。

　

　②　訴訟事件

  該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得な
い事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しております。アドレスは以下のとおりで
す。　　
　http://www.hd.emcom.jp/ir/library/announcement/
 

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注）１.当社は、定款で以下のとおり単元未満株主の権利を制限しております。

当社の単元未満株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利および当社定款に定める権利以外の権

利を行使することができない。

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

　 　２.「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成

16年法律第88号）が平成21年１月５日に施行されたことに伴い、株券が電子化されております。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第35期)(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)　平成21年３月30日関東財務局長に

提出。

（2） 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度(第35期)(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)　平成21年４月６日関東財務局長に

提出。

（3） 有価証券届出書及びその添付書類

ストックオプション制度に伴う新株予約権発行　平成21年４月16日関東財務局長に提出。

（4） 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書（上記（3）の有価証券届出書の訂正届出書）　平成21年４月20日関東財務局長に提出。

（5） 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書（上記（３）の有価証券届出書の訂正届出書）　平成21年４月27日関東財務局長に提出。

（6） 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第36期第１四半期(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)　平成21年５月12日関東財務局長に

提出。

（7） 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書　平成21年６月１日関東財務局長に提

出。

（8） 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書

　平成21年７月24日関東財務局長に提出。

（9） 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第36期第２四半期(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)平成21年７月31日関東財務局長に

提出。

（10） 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書　平成21年８月28日関東財務局長に提

出。

（11） 有価証券届出書及びその添付書類

第三者割当による新株予約権の発行　平成21年10月５日関東財務局長に提出。

（12） 有価証券届出書及びその添付書類

株主割当による新株式の発行　平成21年10月５日関東財務局長に提出。

（13） 有価証券届出書の訂正届出書
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訂正届出書（上記（12）の有価証券届出書の訂正届出書）　平成21年10月９日関東財務局長に提出。

（14） 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書（上記（11）の有価証券届出書の訂正届出書）　平成21年10月15日関東財務局長に提出。

（15） 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書（上記（12）の有価証券届出書の訂正届出書）　平成21年10月15日関東財務局長に提出。

（16） 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与

える事象）に基づく臨時報告書　平成21年10月15日関東財務局長に提出。

（17） 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第36期第３四半期(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)　平成21年11月13日関東財務局長に

提出。

（18） 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書（上記（12）の有価証券届出書の訂正届出書）　平成21年11月19日関東財務局長に提出。

（19） 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（７）の臨時報告書の訂正報告書）　平成22年２月16日関東財務局長に提出。

（20） 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（10）の臨時報告書の訂正報告書）　平成22年２月16日関東財務局長に提出。

（21） 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び19号（財政状態及び経営成績に著しい

影響を与える事象）に基づく臨時報告書　平成22年２月16日関東財務局長に提出。

（22） 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（21）の臨時報告書の訂正報告書）　平成22年２月17日関東財務局長に提出。

（23） 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書

　平成22年３月１日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年３月30日

株式会社ジャレコ・ホールディング

取締役会　御中

明誠監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　村　　嘉　伸　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　澤　　研　二　　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ジャレコ・ホールディングの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ジャレコ・ホールディング及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは当連結会計年度における営業損

失の発生及び経常損失、当期純損失が継続している状態にあり、また、「株式会社ジャレコ2011年満期

ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債」について平成21年５月29日付にて所持人の選択による繰上償

還請求の可能性があることから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する

経営計画及び資金調達計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社グループは平成21年１月15日、連結子会社で

ある株式会社ジャレコの会社所有株式全てを譲渡することを決議し、同日、株式譲渡契約を締結した。

　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

   ２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年３月30日

株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス

取締役会　御中

明誠監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　武田　剛　　　　　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西谷　富士夫　　　　　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＥＭＣＯＭホールディングスの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は借入債務3,463百万円の返済原資の確保に不確定な要

素がある状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応及び重要な不確実性が認められる理由につ

いては当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実

性の影響は連結財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株主割当による新株式の払込を完了している。また、借入債務の返済

に関する合意書の締結並びに借入債務の一部返済を行っている。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＥＭＣＯ

Ｍホールディングスの平成21年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部

統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社ＥＭＣＯＭホールディングスが平成21年12月31日現在の財務報告に係る内部統制

は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年３月30日

株式会社ジャレコ・ホールディング

取締役会　御中

明誠監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　村　　嘉　伸　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　澤　　研　二　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ジャレコ・ホールディングの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第35期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ジャレコ・ホールディングの平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１. 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度における営業損失の発生及び

経常損失、当期純損失が継続している状態にあり、また、「株式会社ジャレコ2011年満期ユーロ円建転換

社債型新株予約権付社債」について平成21年５月29日付にて所持人の選択による繰上償還請求の可能性

があることから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画及び資

金調達計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成21年１月15日、連結子会社である株式

会社ジャレコの会社所有株式全てを譲渡することを決議し、同日、株式譲渡契約を締結した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

　 ２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年３月30日

株式会社ＥＭＣＯＭホールディングス

取締役会　御中

明誠監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　武田　剛　　　　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西谷　富士夫　　　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＥＭＣＯＭホールディングスの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第36

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＥＭＣＯＭホールディングスの平成21年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は借入債務3,463百万円の返済原資の確保に

不確定な要素がある状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、

現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応及び重要

な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株主割当による新株式の払込を完了している。また、借

入債務の返済に関する合意書の締結並びに借入債務の一部返済を行っている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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